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（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

令和６年度 事務事業等の総点検

8,086

令和４年度決算 令和５年度決算 令和５年度予算

2,708

10,960

1.3

3,048 3,730

5,0695,038

0.6 0.6 人

実施分類
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

0

令和３年度決算区 分
2,475

法律や政令で実施が定められているものの、その実施内容や実施方法、実施体制については市に委ねられている業務

交通安全対策基本法第４条、第18条～第21条、第38条

（１）市交通安全対策協議会（市内３警察署をはじめ関係機関・団体により構成する会で３つの部会（交通安全部会・交通問題対策部会・幼保学校部
会）がある）への補助金の交付及び事務局の運営
（２）（横須賀・田浦・横須賀南）各交通安全協会への補助金の交付
（３）（横須賀・田浦・横須賀南）各安全運転管理者会への補助金の交付

市単 受益者負担 あり補助金等 財源構成 事業終了の見込 未定

分野別計画

目 12 説明資料その他事業 会計 一般会計 款 31 項目番号

各交通安全関係機関・団体との連絡調整等を行うとともに、同機関・団体との連携により、市内（市
民）の交通安全対策を図る。

令和４年度の活動実績 令和５年度の活動実績令和３年度の活動実績

2(1)

事務事業名 交通安全総務費 所管部課名
建設部

土木計画課

2 項 1

（１）市交通安全対策協議会への補助金の交付及び事
務局の運営
　①会議の運営
　②交通安全運動（各季の運動、年間運動等）
　③交通安全市民総ぐるみ運動推進大会の開催（ス
ペース確保が困難などの理由により開催せず）
　④交通安全功労者表彰の実施（個人７名、７団体）
（２）各交通安全協会への補助金の交付
　　（横須賀・田浦・横須賀南）合計　1,170,700円
（３）各安全運転管理者会への補助金の交付
　　（横須賀・田浦・横須賀南）合計　146,000円

※令和３年 市内における交通事故件数　1,069件

（１）市交通安全対策協議会への補助金の交付及び事
務局の運営
　①会議の運営
　②交通安全運動（各季の運動、年間運動等）
　③交通安全市民総ぐるみ運動推進大会の開催
　④交通安全功労者表彰の実施（個人２名、５団体）
（２）各交通安全協会への補助金の交付
　　（横須賀・田浦・横須賀南）合計　1,156,300円
（３）各安全運転管理者会への補助金の交付
　　（横須賀・田浦・横須賀南）合計　142,800円

※令和４年 市内における交通事故件数　1,053件

（１）市交通安全対策協議会への補助金の交付及び事
務局の運営
　①会議の運営
　②交通安全運動（各季の運動、年間運動等）
　③交通安全市民総ぐるみ運動推進大会の開催
　④交通安全功労者表彰の実施（個人３名、４団体）
（２）各交通安全協会への補助金の交付
　　（横須賀・田浦・横須賀南）合計　1,140,300円
（３）各安全運転管理者会への補助金の交付
　　（横須賀・田浦・横須賀南）合計　141,200円

※令和５年 市内における交通事故件数　1,130件

千円

13,668総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 10,849

1.3

0

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）

・市内の人口、また安全運転管理者の会員数が減少していることに伴い、各団体への補助金額も下がっている。一方で、イベントや啓発キャン
ペーンがコロナ禍前に戻りつつあることに伴い、市交通安全対策協議会の運営費が増加し、総務費全体の事業費が増加している。

・過去20年の交通事故発生件数の推移を踏まえると徐々に事故件数が減少しているものの、一件でも事故を減らすためには関係機関・団体と
連携しての交通安全対策が必要であるため、当面は維持継続していく。

 再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.0 0.0 0.0

13,324

00

千円8,799

2,475 2,708 3,048

10,849 10,960

5,038

13,324 13,668
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（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

令和６年度 事務事業等の総点検

29,642

令和４年度決算 令和５年度決算 令和５年度予算

4,460

25,293

3.0

4,454 4,695

25,34725,188

3.0 3.0 人

実施分類
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

0

令和３年度決算区 分
4,187

内部管理業務のうち、施設の維持管理業務以外の業務

市共通単価の改定
新道路設計システムの運用管理
公共土木工事積算システムの運用管理
土木資材等価格調査業務

市単 受益者負担 なし部分委託 財源構成 事業終了の見込 未定

分野別計画

目 1 説明資料その他事業 会計 一般会計 款 37 項目番号

土木工事等の設計積算に関する総括及びシステムの運用管理

令和４年度の活動実績 令和５年度の活動実績令和３年度の活動実績

2(1)

事務事業名 設計支援事務費 所管部課名
建設部

土木計画課

9 項 1

・市共通単価の改定　　　　　　　　 ６回
・土木資材等価格調査業務　191資材

・市共通単価の改定　　　　　　　　 ９回
・土木資材等価格調査業務　198資材

・市共通単価の改定　　　　　　　　 12回
・土木資材等価格調査業務　 135資材

千円

29,753総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 25,035

3.0

0

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）

令和２年度に新道路設計システムを汎用性のあるCADソフトに変更し、大幅な経費の削減を行なった。
それ以降は、概ね横ばいとなっている。

土木工事等の設計積算に携わる多くの部署が統一したルールで積算が出来るように総括する必要があるため、今後も現在の体制を維持しな
がら事業を継続していく。

 再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.0 0.0 0.0

29,222

00

千円30,042
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（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）

　令和４年度は財務部から技術管理課業務の移管を受けたことにより、人件費２名分及び事務費が増額となった。また、令和４年４月１日から
浦賀渡船事業を民間事業者へ事業譲渡したことにより浦賀渡船事業に事業費の計上がなくなったため令和４年度分から人件費１名分を本事
業費に計上している（計３名の増）。
　令和５年度は更に港湾部から１名、公園建設課から１名技術管理課業務の移管を受けたことにより人件費２名分が増額となった。また、事務
費の一元化により道路橋梁総務費を一般事務費に統合したため0.5名分増額となった（計2.5名の増）。

 令和４年度から事務移管された技術管理業務事務費を統合し事務一元化を図った。今後もさらに効率的で円滑な事務執行を行っていく。

 再任用職員（短時間を含む） 人1.0 1.0

13,605 千円58,316

北資材置場照明器具PCB調査委託　77,000円
その他内部管理経費

　施設修繕等特になし
　その他内部管理経費

　施設修繕等特になし
　その他内部管理経費

千円

39,796総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 12,518

1.5

38 項目番号

・建設部事業に係る調整、連絡および必要な事務を適切に実施する。
・工事等の完了時に検査を実施することにより、適正な施工や給付を確保する。

令和４年度の活動実績 令和５年度の活動実績令和３年度の活動実績

2(2)

事務事業名 一般事務費 所管部課名
建設部

土木計画課

9 項 1 目 1 説明資料その他事業 会計 一般会計 款

事業終了の見込 未定

分野別計画

市単 受益者負担 なし直営 財源構成
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

令和３年度決算区 分
1,087

内部管理業務のうち、施設の維持管理業務以外の業務

・部内の事務事業等の調整及び取りまとめ、所管施設の管理、課内事務
・契約書、仕様書、設計書、図面等の関係書類の検査

令和６年度 事務事業等の総点検

57,342

令和４年度決算 令和５年度決算 令和５年度予算

1,856

37,940

4.5

1,685 2,529

55,78755,657

6.0 6.0 人

実施分類

1,087 1,856 1,685
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事業費 人件費 総経費



（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）

道路台帳補正事業の主たる活動は道路台帳の補正であり、道路法においても「速やかに訂正する」旨がうたわれており、補正数量は、その年
度に行われる開発行為や公共事業の有無により数量が増減する。
R４年度は道路管理システムの再構築があり、機器やソフトの入れ替えがあったため大幅増となっている。

インターネット閲覧への移行推進や公共基準点の効率的な保全を図っていく。

 再任用職員（短時間を含む） 人1.0 1.0 0.0 0.0

70,277

7,9407,781

千円95,836

道路台帳補正業務委託　3件（14,370ｍ）
道路台帳図の交付　6,920件
路線網図の交付　1,445件
道路境界確定図の交付　10,536件
道路管理システム保守点検業務委託　1件
河川境界確定図の交付　66件
公共基準点保全業務委託　1件（3点）
公共基準点成果表の交付　3,290件
公共基準点網図の交付　1,348件

道路台帳補正業務委託　3件（13,100ｍ）
道路台帳図の交付　5,976件
路線網図の交付　1,488件
道路境界確定図の交付　10,100件
道路管理システム保守点検業務委託　2件
河川境界確定図の交付　86件
公共基準点保全業務委託　４件（6点）
公共基準点成果表の交付　3,109件
公共基準点網図の交付　1,284件

道路台帳補正業務委託　3件（12,260m）
道路台帳図の交付　4,791件
路線網図の交付　986件
道路境界確定図の交付　9,718件
道路管理システム保守点検業務委託　2件
河川境界確定図の交付　79件
公共基準点保全業務委託　８件（８点）
公共基準点成果表の交付　2,622件
公共基準点網図の交付　1,076件

千円

87,387総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 37,685

3.0

7,486

40 項目番号

道路の新設、廃止、補修工事等による道路現況の変更を道路台帳に反映させることにより、道路台
帳の適切な管理を図るとともに、道路境界確定図のデータ保管とあわせて道路管理システムの有効
な運用を図る。
また、市内一円に設置している公共基準点の管理を行い、精度のある測量実施環境を維持する。

令和４年度の活動実績 令和５年度の活動実績令和３年度の活動実績

2

事務事業名 道路台帳補正事業 所管部課名
建設部

土木用地課

9 項 2 目 1 説明資料その他事業 会計 一般会計 款

事業終了の見込 未定

分野別計画

市単 受益者負担 なし全部委託 財源構成
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

7,557

令和３年度決算区 分
32,592

法律や政令で実施が定められているものの、その実施内容や実施方法、実施体制については市に委ねられている業務

道路法第28条（道路台帳）、測量法第５条（公共測量）

道路台帳を補正するにあたり、地形データの補正作業と道路要素データの補正作業に分けて実施している。
道路管理システムについては、告示行為も含め新規に作成される道路境界確定図等の入力を行い、市民サービスと事務の効率化を図っている。
公共基準点保全については、設置状況を勘案し、有効な測量の実施ができるよう保全作業を行っている。

令和６年度 事務事業等の総点検

78,582

令和４年度決算 令和５年度決算 令和５年度予算

49,353

38,034

3.0

45,613 45,651

50,18532,969

3.0 5.0 人

実施分類
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（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

令和６年度 事務事業等の総点検

127,564

令和４年度決算 令和５年度決算 令和５年度予算

27,371

40,181

4.0

47,065 58,904

80,76280,499

8.5 8.5 人

実施分類
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

3,865

令和３年度決算区 分
20,396

法令の規定がない、もしくは規定による制約が小さく、本市の判断により実施している業務

・市道の道路境界確定
・測量業務の委託発注
・隣接する土地所有者との道路境界確定協議
・「道路及び河川等境界確定測量費補助金交付要綱」に基づき対象となる測量経費に補助率（8/10）を乗じた金額を補助（申請額が市積算額より低い
場合は申請額を補助）

市単 受益者負担 あり部分委託 財源構成 事業終了の見込 未定

分野別計画

目 1 説明資料その他事業 会計 一般会計 款 41 項目番号

・道路管理者が行う道路の維持管理のため、市道の道路境界を確定し、境界確定図を作成する。
・市道と民有地との境界確定に係る測量経費を補助することで、道路境界の確定を推進し、市道の維
持管理を図る。（補助率 8/10）

令和４年度の活動実績 令和５年度の活動実績令和３年度の活動実績

3

事務事業名 道路境界確定事業 所管部課名
建設部

土木用地課

9 項 2

（１）道路境界測量件数　N=32件

（２）道路境界測量延長　L=2,658ｍ

（１）道路境界測量件数　N=23件

（２）道路境界測量延長　L=3,142ｍ

（１）道路境界測量件数　N=30件

（２）道路境界測量延長　L=2,489ｍ

（３）道路境界確定測量費補助金件数　N=106件

（４）補助金対象測量延長　L=3,382ｍ

千円

67,552総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 39,962

4.0

4,000

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）

・測量件数は前年度より増加し、測量延長は前年度より減少している。
・前年度より測量業務委託１件当たりの規模が小さかったため、事業費は減少している。
・補助金件数、対象延長及び事業費は前年度同様。
・令和４年度まで道路管理事業にあった道路境界確定測量費補助金を本事業へと移す見直しを行ったため、令和５年度は事業費が増加してい
る。なお、同補助金件数等については、各年度ほぼ横ばいで推移している。

・市道の維持管理を行うにあたり、道路境界が確定している必要があることから、市民生活を維持するためにも、事業の継続が必要である。
・補助金制度により、申請者都合の道路境界確定測量が推進されることで、市道の維持管理も促進される。結果として、市民生活の維持につな
がるため、事業の継続が必要である。

 再任用職員（短時間を含む） 人0.5 0.5 1.0 1.0

60,358

3,8523,852

千円139,666

20,396 27,371
47,065

39,962
40,181

80,499

60,358
67,552

127,564

0

20,000

40,000
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80,000

100,000

120,000

140,000

令和３年度決算 令和４年度決算 令和５年度決算

経
費

［
千

円
］

総経費の内訳

事業費 人件費 総経費



（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）

・総経費の増減は、要望内容から算出した測量範囲及び登記内容と実際に行った場合に予定していた内容と範囲が変更となったり、
　登記が進まないケースがあることによる。
・登記事務に関しては法務局が関係していることから測量をしてみないと判らない部分がある。
・令和４年度まで道路管理事業にあった寄付道路測量費補助金を令和５年度から本事業へ移す見直しを行った。なお、同補助金件数は令和５
年度０件（令和４年度１件）であった。

・様々な理由により道路用地整理要望は年々増えるとともに複雑化している。このため、可能な限り事業件数を把握し、事前計画を
　立てて事業を進めていく。
・補助金制度により、市道の維持管理も促進され、土地の有効活用も図れる。結果として、市民生活の維持につながるため、事業の継続が必
要である。

 再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.0 0.0 0.0

41,671

00

千円41,002

寄付取得関係　　２件
占有整理関係　　１件
その他　　　　　　　８件

関連測量総延長　　　593ｍ
埋設境界標総数　　　151個
関連筆総数　　　　　　  15筆

寄付取得関係　　３件
占有整理関係　　２件
その他　　　　　　　３件

関連測量総延長　　　361ｍ
埋設境界標総数　　　　26個
関連筆総数　　　　　　　23筆

寄付取得関係　　３件
占有整理関係　　０件
その他　　　　　　　５件

関連測量総延長　　　３２２ｍ
埋設境界標総数　　　　４４個
関連筆総数　　　　　　　１７筆

寄付道路測量費補助金件数　　　　N=０件
補助金対象測量延長　　Ｌ=０ｍ

千円

40,194総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 33,380

4.0

0

41 項目番号

・市道の用地と一体で道路の形態を成している民有地の寄附取得及び不用となる道路用地の処分。
・形態のない道路用地とその代替えとなっている民有地との付替え処理。
・私道の寄附に係る測量経費を補助することで、市道の維持管理及び土地の有効利用を図る。(補助率 8/10)

令和４年度の活動実績 令和５年度の活動実績令和３年度の活動実績

4

事務事業名 道路用地整理事業 所管部課名
建設部

土木用地課

9 項 2 目 1 説明資料その他事業 会計 一般会計 款

事業終了の見込 未定

分野別計画

市単 受益者負担 あり全部委託 財源構成
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

0

令和３年度決算区 分
8,291

法令の規定がない、もしくは規定による制約が小さく、本市の判断により実施している業務

・職員により土地所有者と用地交渉を行い、用地の取得や処分の同意を得る。
・同意を得られれば、測量及び登記業務を土地家屋調査士等に委託を行う。
・「寄附道路測量費補助金交付要綱」に基づき対象となる測量経費に補助率（8/10）を乗じた金額を補助（申請額が市積算額より低い場合は申請額を
補助）

令和６年度 事務事業等の総点検

40,233

令和４年度決算 令和５年度決算 令和５年度予算

6,470

33,724

4.0

6,649 7,206

33,79633,584

4.0 4.0 人

実施分類

8,291 6,470 6,649

33,380
33,724 33,584

41,671 40,194 40,233

0
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35,000

40,000

45,000

令和３年度決算 令和４年度決算 令和５年度決算

経
費

［
千

円
］

総経費の内訳

事業費 人件費 総経費



（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

令和６年度 事務事業等の総点検

39,180

令和４年度決算 令和５年度決算 令和５年度予算

32,927

81,063

9.0

1,872 2,048

41,43637,308

3.5 4.0 人

実施分類
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

0

令和３年度決算区 分
30,963

内部管理業務のうち、施設の維持管理業務以外の業務

・旅費・燃料費・公課費等一般事務費の予算管理、会計年度任用職員給与の支払事務及び課内庶務
・道路管理者以外の者の行う道路工事の同意、協議及び承認

市単 受益者負担 なし直営 財源構成 事業終了の見込 未定

分野別計画

目 1 説明資料その他事業 会計 一般会計 款 42 項目番号

・一般事務費の一元管理
・市道の自費施工工事において公共の安全確保及び道路の維持管理

令和４年度の活動実績 令和５年度の活動実績令和３年度の活動実績

5

事務事業名 道路管理事業 所管部課名
建設部

土木用地課

9 項 2

（１）道路境界確定測量費補助金件数　N=106件

（２）補助金対象測量延長　　　　　　　　Ｌ=3,861ｍ

（１）道路境界確定測量費補助金件数　　N=105件

（２）補助金対象測量延長　　　　　　　Ｌ=3,534ｍ

（３）寄付道路測量費補助金件数　　　　N=１件

（４）補助金対象測量延長　　　　　　　Ｌ=462ｍ

・一般事務費　内部管理経費のみのため特になし

・自費施工工事　　申請件数　121件　　承認件数　116件

千円

113,990総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 65,170

7.5

0

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）

令和５年度から一般事務費の一元管理を実施した。

（令和５年度から道路境界確定測量費補助金は道路境界確定事業で、寄付道路測量費補助金は道路用地整理事業で実施）

事業実施にかかる一般事務費の一元管理を継続していく。

 再任用職員（短時間を含む） 人0.5 1.0 1.5 1.5

96,133

00

千円43,484

30,963 32,927

1,872

65,170

81,063

37,308

96,133

113,990

39,180
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総経費の内訳

事業費 人件費 総経費



（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）

・国から譲与を受けた道路用地の境界測量件数、登記筆数は各年度ほぼ同様。
・測量業務委託１件当たりの規模の違いにより事業費の増減がある。

・国から譲与を受けた用地に接する市道の維持管理を行うためには、道路境界が確定している必要があることから、市民生活を維持するため
にも、事業の継続が必要である。

 再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.0 0.0 0.0

15,692

5,6945,694

千円17,363

（１）道路用地境界測量件数　N=４件

（２）道路用地境界測量延長　L=236ｍ

（３）登記書類作成筆数　　　　N=４筆

（１）道路用地境界測量件数　N=５件

（２）道路用地境界測量延長　L=319ｍ

（３）登記書類作成筆数　　　　N=３筆

（１）道路用地境界測量件数　N=４件

（２）道路用地境界測量延長　L=183ｍ

（３）登記書類作成筆数　　　　N=５筆

千円

18,148総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 14,049

1.0

5,704

42 項目番号

法定外公共物等譲与申請事業（H12～H16年度）により、国から譲与を受けた用地を管理する。

令和４年度の活動実績 令和５年度の活動実績令和３年度の活動実績

6

事務事業名 法定外公共物等管理事業 所管部課名
建設部

土木用地課

9 項 2 目 1 説明資料その他事業 会計 一般会計 款

事業終了の見込 未定

分野別計画

市単 受益者負担 なし部分委託 財源構成
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

5,421

令和３年度決算区 分
1,643

法令の規定がない、もしくは規定による制約が小さく、本市の判断により実施している業務

・譲与を受けた用地の境界確定
・測量、登記業務の委託発注
・隣接する土地所有者との境界確定協議
・確定した用地の登記及び編入

令和６年度 事務事業等の総点検

16,169

令和４年度決算 令和５年度決算 令和５年度予算

4,296

13,852

1.0

2,079 3,220

14,14314,090

1.0 1.0 人

実施分類

1,643
4,296

2,079

14,049

13,852

14,090

15,692

18,148
16,169
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総経費の内訳

事業費 人件費 総経費



（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）

予算額に大幅な増減なく、工事個所の状況により変化している。
人件費は道路整備課（補修担当）各事業間での人員配分にあたり、年度毎の各事業の事業量にあわせ増減している。

年々労務単価の上昇による工事費増などのため、実績が減少している。本来老朽化が進み、すみやかに補修する必要がある道路が、複数年
工事に着手できず、応急対応で危険を回避している状況が継続している。市民生活に必要不可欠な生活道路を、良好な状態に保ち安全性を
確保するために永久的な事業の継続が必須であり、道路維持保全を破綻させないため、最低でも現状維持が必要である。

 再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.0 0.0 0.0

1,333,580

1,1201,055

千円1,215,211

主な事業
工事59件、経費1,111,519千円

その他の事業
工事に伴う測量業務37件
測量調査委託設計0件(R4へ繰越し2件）

主な事業
工事56件、経費1,057,392千円

その他の事業
工事に伴う測量業務36件
測量調査委託設計2件(R5へ繰越し3件）

主な事業
工事34件、経費993,296千円

その他の事業
工事に伴う測量業務35件
測量調査委託設計5件(R6へ繰越し1件）

千円

1,245,617総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 149,533

17.8

992

46 項目番号

市が管理する道路の整備を行うもので、道路排水施設及び既設舗装の老朽化に伴う補修に重点を
おき、市民生活の利便性向上に資するものである。また、道路下法及び路肩の整備により崩落土に
よる事故を未然に防止し、通行の安全を図るものである。

令和４年度の活動実績 令和５年度の活動実績令和３年度の活動実績

2(1)

事務事業名 道路橋りょう維持修繕事業 所管部課名
建設部

道路整備課

9 項 2 目 2 説明資料その他事業 会計 一般会計 款

事業終了の見込 未定

分野別計画

その他 受益者負担 なし直営 財源構成
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

1,020

令和３年度決算区 分
1,184,047

法律や政令で実施が定められているものの、その実施内容や実施方法、実施体制については市に委ねられている業務

道路法第42条

（１）道路舗装補修工事：老朽化した舗装の更新工事
（２）道路排水整備工事：老朽化した排水の補修工事及び無蓋排水施設の蓋架け整備工事
（３）道路法面整備工事：市道保護のための道路路肩（下法）の整備及び道路上法崩落土による災害防止工事

令和６年度 事務事業等の総点検

1,212,771

令和４年度決算 令和５年度決算 令和５年度予算

1,130,778

114,839

13.5

1,104,247 1,114,393

100,818108,524

12.8 11.8 人

実施分類

1,184,047 1,130,778 1,104,247

149,533
114,839 108,524

1,333,580
1,245,617

1,212,771
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費
［
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円
］

総経費の内訳

事業費 人件費 総経費



（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

令和６年度 事務事業等の総点検

27,197

令和４年度決算 令和５年度決算 令和５年度予算

24,880

15,239

1.5

11,962 14,500

19,44515,235

1.5 2.0 人

実施分類
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

0

令和３年度決算区 分
28,895

法令の規定がない、もしくは規定による制約が小さく、本市の判断により実施している業務

地域住民等が行う私道の舗装工事等に要した金額に対し補助を行う。

市単 受益者負担 あり補助金等 財源構成 事業終了の見込 未定

分野別計画

目 2 説明資料その他事業 会計 一般会計 款 48 項目番号

地域住民の生活道路として利用されている私道の整備を促進することで、市民の生活環境が改善さ
れた状態を目指す。

令和４年度の活動実績 令和５年度の活動実績令和３年度の活動実績

3

事務事業名 私道整備補助事業 所管部課名
建設部

土木用地課

9 項 2

相談受付及び立会件数　28件
補助件数　9件
私道整備延長　L=352ｍ
補助金額　28,895千円

相談受付及び立会件数　13件
補助件数　7件
私道整備延長　L=243ｍ
補助金額　24,880千円

相談受付及び立会件数　12件
補助件数　6件
私道整備延長　L=167ｍ
補助金額　11,962千円

千円

40,119総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 17,682

1.5

0

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）

年度毎に申請件数や整備内容にばらつきがあり、5か年実績平均では補助件数7件で補助金額が約19,000千円である.。3か年実績平均では補
助件数約7件で補助金額が約22,000千円である。参考までに過去15年まで遡ってみても補助金額が約10,000千円から50,000千円で推移してお
り、年度毎にばらつきが見られ、今後も増減を繰り返すものと考えられる。

市道と同等に広く市民に利用されている私道の整備は、安全で良好な居住環境の形成のため,継続的に実施していく。

 再任用職員（短時間を含む） 人1.0 0.5 0.5 0.5

46,577

00

千円33,945

28,895
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（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

令和６年度 事務事業等の総点検

31,552

令和４年度決算 令和５年度決算 令和５年度予算

13,646

11,803

1.4

11,402 14,100

21,96720,150

2.4 2.6 人

実施分類
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

0

令和３年度決算区 分
31,775

法令の規定がない、もしくは規定による制約が小さく、本市の判断により実施している業務

建築行為等に係る狭あい道路の後退用地の確保と整備を促進するため、拡幅整備工事等に要した経費に対し補助を行う。

国・県 受益者負担 あり補助金等 財源構成 事業終了の見込 未定

分野別計画

目 2 説明資料その他事業 会計 款 49 項目番号

市内の狭あい道路について、建築行為等により後退した用地を確保し、整備を促進することで、安全
で快適に暮らせるまちを目指す。

令和４年度の活動実績 令和５年度の活動実績令和３年度の活動実績

4

事務事業名 狭あい道路拡幅整備補助事業 所管部課名
建設部

道路整備課

9 項 2

相談受付及び立会件数　11件
補助件数　11件
工事延長　L=160m
工事請負費決算　31,775千円

【社会資本整備総合交付金】
　狭あい道路拡幅整備補助
　　31,659千円×1/3=10,553千円

相談受付及び立会件数　22件
補助件数　11件
工事延長　L=107m
工事請負費決算　13,646千円

【社会資本整備総合交付金】
　狭あい道路拡幅整備補助
　　認承額4,550千円
　　対象額　　494千円×1/2=　247千円
　　　　　　  12,909千円×1/3=4,303千円
               (13,152)
　　　　　　 　　 計　　　　　　　　 4,550千円

相談受付及び立会件数　7件
補助件数　3件
工事延長　L=61m
工事請負費決算　11,402千円

【社会資本整備総合交付金】
　狭あい道路拡幅整備補助
　　認承額4,480千円
　　対象額　4,382千円×1/2=2,191千円
　　　　　　    6,867千円×1/3=2,289千円
                 (6,981)
　　　　　　　　 計　　　　　　　　  4,480千円

千円

25,449総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 20,863

2.5

0

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）

5か年実績平均では補助件数約8件、社会資本整備総合交付金は約7,555千円で、工事請負費決算額は5か年平均で18,432,480千円である。
年度毎に申請件数や整備内容にばらつきがあり、今後も増減を繰り返すものと考えられる。
なお、狭あい道路拡幅整備補助（国費）は、令和10年度で終了と5か年延長された。

災害時の消防や緊急活動を迅速に行うことや、安全で良好な居住環境形成のため、国庫補助終了後も事業は継続的に実施していく必要があ
る。

 再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.0 0.0 0.0

52,638

00
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（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

令和６年度 事務事業等の総点検

802,455

令和４年度決算 令和５年度決算 令和５年度予算

514,632

263,051

28.0

565,049 566,799

271,587237,406

25.0 29.0 人

実施分類
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

1,063

令和３年度決算区 分
478,449

法律や政令で実施が定められているものの、その実施内容や実施方法、実施体制については市に委ねられている業務

道路法第16条第１項、同第42条第１項、同第32条

・市内の道路パトロール及び要望処理を行い、必要な道路の補修等を行い適切な維持管理を行う。
・道路の不法占用等に対し、適切な措置を講じ、道路の安全を図る。　・緊急時に迅速に対応するため、夜間休日の輪番待機を行う。
・道路維持センター職員による直営作業班及び道路修繕業務委託による道路修繕作業の委託を実施する。
・道路の路面や側溝の清掃、法面の除草等について、路線や地区ごとに分け業務委託により維持管理を行う。
・道路上で発生した事故等について、相手と交渉し解決する。
・放置自動車等不法占用物件の処理を行う。　・道路の占用許可及び占用料の徴収を行う。　・特殊車両通行協議業務を行う。

市単 受益者負担 なし部分委託 財源構成 事業終了の見込 未定

分野別計画

目 2 説明資料その他事業 会計 一般会計 款 49 項目番号

市民が快適に生活できるよう、路面や側溝などの道路清掃、トンネル清掃、法面除草、伐採等を行
う。また、車や歩行者の通行に支障を及ぼさないよう道路パトロールを行い、道路破損等の早期発
見、早期修繕に努め、道路の維持管理を行う。

令和４年度の活動実績 令和５年度の活動実績令和３年度の活動実績

5(1)

事務事業名 道路維持管理事業 所管部課名
建設部

道路維持課

9 項 2

道路応急処理業務委託　　　　　　　　　　　  25件
道路施設等小破修繕　　　　　　　　　　　　   50件
道路維持補修作業業務委託（作業件数）  948件

道路応急処理業務委託　　　　　　　　　　　     25件
道路施設等小破修繕　　　　　　　　　　　　      42件
道路維持補修作業業務委託（作業件数）  1,038件

道路応急処理業務委託　　　　　　　　　　　    26件
道路施設等小破修繕　　　　　　　　　　　　     34件
道路維持補修作業業務委託（作業件数） 1,063件

千円

777,683総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 238,664

25.0

4,219

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）

毎年の活動実績は同水準で推移している。今後、道路整備課担当工事が増えなければ、道路維持課の件数は増加傾向になることが
予想される。

道路破損等の早期発見、早期修繕により市民が快適に生活できるための道路の維持管理に努めていく。

 再任用職員（短時間を含む） 人5.0 5.0 5.0 5.0
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（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

令和６年度 事務事業等の総点検

18,007

令和４年度決算 令和５年度決算 令和５年度予算

14,459

5,902

0.7

12,130 13,768

5,9145,877

0.7 0.7 人

実施分類
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

0

令和３年度決算区 分
14,767

法律や政令で実施が定められているものの、その実施内容や実施方法、実施体制については市に委ねられている業務

道路法第42条

以下の施設の保守管理業務を業務委託により実施する。
・ベイウォークエレベータの保守点検及び監視業務
・神明トンネル高圧受電設備保守
・横須賀中央Ｙデッキエレベータ監視業務
・道路附属施設管理システムの保守管理

市単 受益者負担 なし全部委託 財源構成 事業終了の見込 未定

分野別計画

目 2 説明資料その他事業 会計 一般会計 款 51 項目番号

市民が安全に快適に利用できるよう道路及び道路附属施設に関する保守管理を行う。

令和４年度の活動実績 令和５年度の活動実績令和３年度の活動実績

5(2)

事務事業名 道路施設保守管理事業 所管部課名
建設部

道路維持課

9 項 2

・ベイウォークエレベーターの保守点検及び監視
業務
　３件　7,436,000円
・公郷トンネルラジオ再生施設の保守
　１件　  220,000円
・道路附属施設管理システムの保守管理
　１件　　704,000円
・横須賀中央Yデッキエレベーター等監視業務
　３件　6,407,225円

・ベイウォークエレベーターの保守点検及び監視
業務
　２件　7,607,380円
・神明トンネル高圧受電設備保守
　１件　  165,000円
・道路附属施設管理システムの保守管理
　１件　  704,000円
・横須賀中央Yデッキエレベーター等監視業務
　３件　5,982,185円

・ベイウォークエレベーターの保守点検及び監視
業務
　２件　4,664,000円
・神明トンネル高圧受電設備保守
　１件　  165,000円
・道路附属施設管理システムの保守管理
　１件　  704,000円
・横須賀中央Yデッキエレベーター等監視業務
　３件　6,597,184円

千円

20,361総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 5,842

0.7

0

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）

令和3年度に、公郷トンネルラジオ再生施設見直しにより、施設を廃止し委託費の減額を行った。
令和4年度に、環境部から引き継いだ神明トンネル高圧受電設備の保守委託費の追加を行った。
令和5年度に、ベイウォークエレベーターの監視を有人監視から無人監視（R5～R11年度まで長期契約）に変更し、委託費の減額を行った。

既存施設については、良好な施設を維持するために保守点検、監視業務等を行い、異常発生時に対応できるよう今後も継続していく。

 再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.0 0.0 0.0
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（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

令和６年度 事務事業等の総点検

147,767

令和４年度決算 令和５年度決算 令和５年度予算

125,856

16,862

2.0

130,975 132,500

16,89816,792

2.0 2.0 人

実施分類
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

0

令和３年度決算区 分
129,499

法律や政令で実施が定められているものの、その実施内容や実施方法、実施体制については市に委ねられている業務

道路法第42条

以下の業務を業務委託により実施する。
・道路区域の街路樹の剪定・除草
・自然枯れや災害による倒木等に対し、補植を行う。

市単 受益者負担 なし全部委託 財源構成 事業終了の見込

分野別計画
みどりの基本計画

目 2 説明資料その他事業 会計 一般会計 款 51 項目番号

市民が利用する道路の街路樹の剪定や除草等の維持管理を行い、良好な道路環境の形成に
努める。

令和４年度の活動実績 令和５年度の活動実績令和３年度の活動実績

5(3)

事務事業名 街路樹維持管理事業 所管部課名
建設部

道路維持課

9 項 2

・道路区域の街路樹の剪定・除草業務
　14件　127,401,902円
・街路樹補植業務
　 １件 　　2,096,600円

・道路区域の街路樹の剪定・除草業務
　16件　 125,444,401円
・街路樹補植業務
　 ２件 　  　 411,400円

・道路区域の街路樹の剪定・除草業務
　16件　 130,580,588円
・街路樹補植業務
　 １件 　  　 394,240円

千円

142,718総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 15,856

1.9

0

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）

街路樹の剪定・除草業務については、気候変動の影響による樹木や除草の成長が早く、要望の件数が増える傾向にあるため今後も費用の増
額が想定される。街路樹補植業務に対する要望件数に大きな変動は無いが、路線により捕植本数が異なるため、費用が増減する。

今後も適切な街路樹の維持管理を行うため、街路樹ガイドラインを活用し、継続して維持管理を実施していく。

 再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.0 0.0 0.0

145,355

00

千円149,398

129,499
125,856

130,975

15,856

16,862

16,792

145,355
142,718

147,767

110,000

115,000

120,000

125,000

130,000

135,000

140,000

145,000

150,000

令和３年度決算 令和４年度決算 令和５年度決算

経
費

［
千

円
］

総経費の内訳

事業費 人件費 総経費



（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）

令和５年度の経費減少は、以下の理由による。
・ボランティアの高齢化により活動回数が減少したため。

道路の清掃や街路樹等の手入れを自主的に行うボランティア団体に対する支援を行い、道路の美化活動を推進する。

 再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.0 0.0 0.0

8,476

00

千円8,722

講習会実施せず
貸与品の購入など

講習会実施せず
貸与品の購入など

講習会実施
貸与品の購入など

千円

8,680総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 8,345

1.0

0

52 項目番号

道路の清掃や街路樹等の手入れを自主的に行うボランティア団体に対する支援を行い、道路の美化
活動を推進する。

令和４年度の活動実績 令和５年度の活動実績令和３年度の活動実績

5(4)

事務事業名 ロード・ボランティア事業 所管部課名
建設部

道路維持課

9 項 2 目 2 説明資料その他事業 会計 一般会計 款

事業終了の見込 未定

分野別計画

市単 受益者負担 なし直営 財源構成
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

0

令和３年度決算区 分
131

法令の規定がない、もしくは規定による制約が小さく、本市の判断により実施している業務

・道路の美化活動に必要な作業用品の貸与
・ボランティアの技術力アップを目的とした技術講習会の開催（年２回程度）

令和６年度 事務事業等の総点検

8,539

令和４年度決算 令和５年度決算 令和５年度予算

249

8,431

1.0

143 273

8,4498,396

1.0 1.0 人

実施分類

131 249 143

8,345 8,431 8,396

8,476 8,680 8,539

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

令和３年度決算 令和４年度決算 令和５年度決算

経
費
［
千
円
］

総経費の内訳

事業費 人件費 総経費



（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）

道路維持センター等運営にかかわる毎年の業務委託費に大きな変化はない。
今後も市民からの要望に速やかに対応する施設としての役割は大きい。

市民が快適に道路を利用できるよう、道路破損等に即時対応できる拠点として、今後も継続する。

 再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.0 0.0 0.0

3,940

00

千円4,415

・トイレ、床清掃　　2件
・害虫駆除　　　　　1件
・消防設備点検　　1件
・産業廃棄物の収集及び処分　2件

・トイレ、床清掃　　2件
・害虫駆除　　　　　1件
・消防設備点検　　1件
・産業廃棄物の収集及び処分　2件

・トイレ、床清掃　　2件
・害虫駆除　　　　　1件
・消防設備点検　　1件
・産業廃棄物の収集及び処分　2件

千円

3,940総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 2,504

0.3

0

52 項目番号

道路の維持管理を行うため、小規模の道路補修等に対応する拠点である道路維持センター及び西資
材置場の管理を行う。

令和４年度の活動実績 令和５年度の活動実績令和３年度の活動実績

5(5)

事務事業名 道路維持センター管理費 所管部課名
建設部

道路維持課

9 項 2 目 2 説明資料その他事業 会計 一般会計 款

事業終了の見込 未定

分野別計画

市単 受益者負担 なし部分委託 財源構成
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

0

令和３年度決算区 分
1,436

施設の維持管理に係る業務

道路維持センター等の維持管理のため、以下について業務委託により行う。
・トイレ、床清掃
・害虫駆除
・消防設備点検
・産業廃棄物の収集及び処分

令和６年度 事務事業等の総点検

3,897

令和４年度決算 令和５年度決算 令和５年度予算

1,411

2,529

0.3

1,378 1,880

2,5352,519

0.3 0.3 人

実施分類

1,436 1,411 1,378

2,504 2,529 2,519

3,940 3,940 3,897

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

令和３年度決算 令和４年度決算 令和５年度決算

経
費
［
千
円
］

総経費の内訳

事業費 人件費 総経費



（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）

平成27年度より5年に1度の点検が義務化されていた橋りょう、トンネル、主要道路について、27～29年度は橋りょう、30年度はトンネル、31年度
は道路の5年周期で点検を実施し,令和2年度から2巡目の点検を実施している。なお、橋りょうについては令和4年度より規模が小さな橋りょう
101橋について直営点検を実施し費用の低減化を図っている。
さらに平成31年度（令和元年度）より点検が義務化された道路施設（案内標識、照明灯）についても順次点検を実施。このため、年度毎に点検
項目や数量が異なっている。なお、移管等で新たに市が管理する道路施設については、移管後速やかに点検を実施している。

道路法に基づき道路管理者が実施する事業であり、橋りょう・トンネル等の点検を実施することで不具合を早期に発見し長寿命化を図るため、
長期的に事業を継続していく。

 再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.0 0.0 0.0

91,726

00

千円106,982

橋りょう点検63橋

道路照明灯点検880基

橋りょう点検186橋
（うち直営点検33橋）

道路照明灯点検894基

トンネル点検42か所
橋りょう点検35橋
（うち直営点検35橋）

道路照明灯点検118基

千円

134,036総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 10,014

1.2

0

52 項目番号

道路維持管理業務の一環として、管理する橋りょう・トンネル・主要道路・道路施設の現況を把握し、
安全性や耐荷力性に影響すると考えられる損傷を早期に発見することにより、常に良好な状態に保
全し安全かつ円滑な交通を確保するとともに、点検結果などで得られた情報を蓄積することにより効
率的な維持管理を行うことを目的に実施する。

令和４年度の活動実績 令和５年度の活動実績令和３年度の活動実績

5(6)

事務事業名 道路施設点検業務 所管部課名
建設部

道路整備課

9 項 2 目 2 説明資料その他事業 会計 一般会計 款

事業終了の見込 未定

分野別計画

国・県 受益者負担 なし補助金等 財源構成
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

0

令和３年度決算区 分
81,712

法律や政令で実施が定められているものの、その実施内容や実施方法、実施体制については市に委ねられている業務

道路法第42条、道路法施行令第35条の2第2項、道路法施行規則第4条の5の6

道路法の改定に伴い、本市が管理する橋りょう・トンネル・主要道路について５年に１度、道路案内標識・道路照明灯は10年に1度の詳細点検を、神奈
川県都市整備技術センターと年度協定を結び、地域一括発注で実施するもの。

令和６年度 事務事業等の総点検

95,608

令和４年度決算 令和５年度決算 令和５年度予算

109,586

24,450

2.9

77,137 85,859

21,12318,471

2.2 2.5 人

実施分類

81,712

109,586

77,137

10,014

24,450

18,471
91,726

134,036

95,608

0

20,000
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80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

令和３年度決算 令和４年度決算 令和５年度決算

経
費
［
千
円
］

総経費の内訳

事業費 人件費 総経費



（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

令和６年度 事務事業等の総点検

86,297

令和４年度決算 令和５年度決算 令和５年度予算

54,047

20,526

1.5

71,019 87,736

19,74415,278

1.0 1.5 人

実施分類
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

7,879

令和３年度決算区 分
49,485

法律や政令で実施内容や実施方法が具体的に規定されている業務

自転車の安全利用の促進及び自転車等の駐車対策の総合的推進に関する法律、自転車等の放置防止に関する条例

（１）放置自転車等対策
①自転車等保管所の運営管理
②放置自転車等の移動計画の作成、委託契約
③放置自転車等の廃棄、及び売却処分、委託契約
④自転車等の放置防止の啓発

その他 受益者負担 あり部分委託 財源構成 事業終了の見込 未定

分野別計画

目 2 説明資料その他事業 会計 一般会計 款 54 項目番号

駅周辺における自転車等の放置を防止し、通行の安全を確保するための対策として、自転車等移
動、保管、返還業務を実施する。

令和４年度の活動実績 令和５年度の活動実績令和３年度の活動実績

7

事務事業名 放置自転車等対策事業 所管部課名
建設部

土木計画課

9 項 2

（１）自転車等移動台数
　　　自転車1,823台　バイク154台

（２）放置自転車等防止啓発路面シート設置

（１）自転車等移動台数
　　　自転車1,817台　バイク111台

（２）クリーンキャンペーン(追浜)

（３）10月から移動料の値上げ
　　　自転車　1,500円→2,500円
　　　バイク　 2,500円→5,000円

（１）自転車等移動台数
　　　自転車1,762台　バイク134台

（２）クリーンキャンペーン(横須賀中央)

（３）夏島町自転車等保管所が浦郷町へ移転

千円

74,573総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 23,723

1.5

11,205

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）

令和３年度は移動台数増加、夏島町自転車等保管所の移設に伴う浦郷町自転車等保管所整備工事の前払金や放置自転車等防止啓発路面
シート設置により事業費増加。
令和４年度は浦郷町自転車等保管所整備工事の竣工金、事務所新設工事の前払金支出により事業費が増額となっている
令和５年度は放置指導員が３人から２人に減少したが、浦郷町自転車等保管所事務所新築工事等の竣工金により増額となっている。

本事業としての、放置指導・移動・保管所などの業務についてトータルでの取り組みを検討し、業務の効率化を図る。

 再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.0 0.0 0.0

73,208

7,0706,882

千円107,480

49,485 54,047

71,019

23,723 20,526

15,27873,208
74,573

86,297
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費
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円
］

総経費の内訳

事業費 人件費 総経費



（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

令和６年度 事務事業等の総点検

10,855

令和４年度決算 令和５年度決算 令和５年度予算

2,413

4,216

0.5

2,459 2,728

8,4498,396

1.0 1.0 人

実施分類
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

令和３年度決算区 分
2,475

内部管理業務のうち、施設の維持管理業務以外の業務

・旅費・需用費・役務費・使用料及び賃借料・備品購入費

市単 受益者負担 なし直営 財源構成 事業終了の見込 未定

分野別計画

目 3 説明資料その他事業 会計 一般会計 款 59 項目番号

一般事務費の一元管理を目的とする

令和４年度の活動実績 令和５年度の活動実績令和３年度の活動実績

1

事務事業名 一般事務費 所管部課名
建設部

道路整備課

9 項 2

　特になし（内部管理経費のみ） 　特になし（内部管理経費のみ） 　特になし（内部管理経費のみ）

千円

6,629総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 4,173

0.5

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）
令和3年度から一般事務費の一元管理を実施した。

事業実施にかかる一般事務費の一元管理を継続していく。

 再任用職員（短時間を含む） 人

6,648 千円11,177

2,475 2,413 2,459

4,173 4,216

8,3966,648 6,629

10,855

0
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令和３年度決算 令和４年度決算 令和５年度決算

経
費
［
千
円
］

総経費の内訳

事業費 人件費 総経費



（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

令和６年度 事務事業等の総点検

66,198

令和４年度決算 令和５年度決算 令和５年度予算

0

0

0.0

62,000 62,000

4,2254,198

0.5 0.5 人

実施分類
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

令和３年度決算区 分
0

施設の維持管理に係る業務

道路法

鉄道留置線１線の除去、遮断機の移設による踏切道の短縮、歩道の延伸。

国・県 受益者負担 なし全部委託 財源構成 事業終了の見込 令和６年度

分野別計画

目 4 説明資料その他事業 会計 一般会計 款 63 項目番号

北久里浜第３踏切は、市道浦賀舟倉線と京浜急行電鉄京急久里浜線が交差する踏切道であり、通
学路に指定されている。当該踏切は、通学路交通安全プログラムにおいて要対策箇所に位置付けら
れており、踏切道を短縮することで歩行者の安全で円滑な通行の確保を図る。

令和４年度の活動実績 令和５年度の活動実績令和３年度の活動実績

1

事務事業名 北久里浜第3踏切道路改良事業 所管部課名
建設部

道路整備課

9 項 2

　京浜急行電鉄㈱との協議
　京浜急行電鉄㈱との協議
　事業計画策定

　鉄道施設工事
　　・電力工事
　　・信号保安工事
　　・通信設備工事

千円

0総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 0

0.0

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）
　令和５年度の活動実績による進捗率は、事業全体の約32％完了である。

　軌道工事、電気設備工事、信号保安工事、通信設備工事、道路施設工事を順次進める。

 再任用職員（短時間を含む） 人

0 千円66,225

0 0

62,000

0 0

4,198

0 0

66,198

0
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令和３年度決算 令和４年度決算 令和５年度決算

経
費
［
千
円
］

総経費の内訳

事業費 人件費 総経費



（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

令和６年度 事務事業等の総点検

6,339

令和４年度決算 令和５年度決算 令和５年度予算

2,531

3,372

0.4

2,981 3,000

3,3803,358

0.4 0.4 人

実施分類
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

0

令和３年度決算区 分
2,303

法律や政令で実施が定められているものの、その実施内容や実施方法、実施体制については市に委ねられている業務

河川法第12条

【河川台帳の作成】
　河川法第12条に基づき、河川現況台帳を整備する。また、対象となる準用河川と併せ、法令適用外の普通河川や水路についても維持管理上必要な
個所の整備を行う。

市単 受益者負担 なし全部委託 財源構成 事業終了の見込 未定

分野別計画

目 1 説明資料その他事業 会計 一般会計 款 65 項目番号

河川・水路の適切な管理

令和４年度の活動実績 令和５年度の活動実績令和３年度の活動実績

2(1)

事務事業名 河川台帳作成事業 所管部課名
建設部

自然環境・河川課

9 項 3

・普通河川　前耕地川台帳作成業務委託　１式 ・普通河川　前耕地川台帳作成業務委託　１式 ・普通河川　前耕地川台帳作成業務委託　１式

千円

5,903総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 3,338

0.4

0

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）
例年通り台帳作成業務委託１件を実施している。

河川管理上の必要性を考慮して、優先順位を定めて業務に取り組んでいく。

 再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.0 0.0 0.0

5,641

00

千円6,380

2,303 2,531
2,981

3,338
3,372

3,358

5,641 5,903
6,339
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令和３年度決算 令和４年度決算 令和５年度決算

経
費
［
千
円
］

総経費の内訳

事業費 人件費 総経費



（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）

・例年、まちかど里親制度、水防訓練、前田川リバーウォッチング、河川愛護月間に関する活動を実施している。
・前田川リバーウォッチングについては、令和３年度は新型コロナウィルスの影響により中止した。

・市民とのコミュニケーションは必要不可欠であり、身近な自然である河川への愛護意識が高まるため、まちかど里親制度、前田川リバーウォッ
チング及び河川愛護月間の展開は続けていく。
・本市の災害対策の一環として水防訓練を実施することにより、建設部職員の水防意識及び技術の向上をはかるため継続していく。

 再任用職員（短時間を含む） 人0.2 0.2 0.2 0.2

18,097

00

千円22,695

・まちかど里親制度の実施
・水防訓練の実施
・前田川リバーウォッチング（新型コロナウィルスの影響
により中止）
・河川愛護月間の展開

・まちかど里親制度の実施
・水防訓練の実施
・前田川リバーウォッチング
・河川愛護月間の展開

・まちかど里親制度の実施
・水防訓練の実施
・前田川リバーウォッチング
・河川愛護月間の展開

千円

22,467総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 16,888

1.9

0

66 項目番号

河川環境を良好に保持するため、河川愛護に係る事業を展開するとともに、水防活動を推進する。

令和４年度の活動実績 令和５年度の活動実績令和３年度の活動実績

2(2)～(6)

事務事業名 河川愛護・防災事業 所管部課名
建設部

自然環境・河川課

9 項 3 目 1 説明資料その他事業 会計 一般会計 款

事業終了の見込 未定

分野別計画

市単 受益者負担 なし直営 財源構成
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

0

令和３年度決算区 分
1,209

法律や政令で実施が定められているものの、その実施内容や実施方法、実施体制については市に委ねられている業務

河川法第１条

・横須賀市まちかど里親制度によるボランティア活動への支援として、自然環境・河川課が所有する河川の清掃、除草等に必要な道具等を貸与
・水防活動の基本である土のう作りや土のう積、ロープワーク等について訓練の実施
・前田川リバーウォッチングの開催
・河川愛護月間の展開（７月１日～31日）として、ポスターの掲示及びHPでの周知

令和６年度 事務事業等の総点検

22,537

令和４年度決算 令和５年度決算 令和５年度予算

1,196

21,271

2.4

1,330 1,399

21,29621,207

2.4 2.4 人

実施分類

1,209 1,196 1,330

16,888

21,271 21,207

18,097

22,467
22,537
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総経費の内訳

事業費 人件費 総経費



（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）

・委託件数は基本的に13件であるが、必要に応じて測量業務等が追加される。
・工事件数も修繕件数も、同水準で推移しているが、施設の老朽化も進んでいることから今後は増加傾向になると予想される。

・今後も河川等の維持管理及び補修を行い、災害発生の防止、流水の正常な機能維持、河川環境の保全を図る。
・工程、工法等を常に意識し、効率的な維持管理を行う。

 再任用職員（短時間を含む） 人0.8 0.8 0.8 0.8

187,297

00

千円175,569

【業務委託の実施】
　・委託件数　15件

【河川維持補修工事の実施】
　・工事件数　９件

【河川等施設修繕の実施】
　・修繕件数　８件

【業務委託の実施】
　・委託件数　16件

【河川維持補修工事の実施】
　・工事件数　５件

【河川等施設修繕】
　・修繕件数　10件

【業務委託の実施】
　・委託件数　13件

【河川維持補修工事の実施】
　・工事件数　５件

【河川等施設修繕】
　・修繕件数　８件

千円

174,723総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 30,835

3.2

0

67 項目番号

河川等の維持管理及び修繕を行い、災害発生の防止、流水の正常な機能維持、河川環境の保全を
図る。

令和４年度の活動実績 令和５年度の活動実績令和３年度の活動実績

1(1)

事務事業名 河川維持補修事業 所管部課名
建設部

自然環境・河川課

9 項 3 目 2 説明資料その他事業 会計 一般会計 款

事業終了の見込 未定

分野別計画

その他 受益者負担 なし全部委託 財源構成
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

0

令和３年度決算区 分
156,462

法律や政令で実施が定められているものの、その実施内容や実施方法、実施体制については市に委ねられている業務

河川法第１条

・河川等の清掃及び管理用地内の樹木剪定等、業務委託の実施
・護岸、河床、管理用通路、防護柵の整備や補修等、維持補修工事の実施
・河川等施設の修繕業務の実施

令和６年度 事務事業等の総点検

211,296

令和４年度決算 令和５年度決算 令和５年度予算

143,597

31,126

3.2

180,204 144,458

31,11131,092

3.2 3.2 人

実施分類

156,462 143,597
180,204

30,835
31,126

31,092
187,297

174,723

211,296
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事業費 人件費 総経費



（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

令和６年度 事務事業等の総点検

6,884

令和４年度決算 令和５年度決算 令和５年度予算

486

4,216

0.5

2,686 3,005

4,2254,198

0.5 0.5 人

実施分類
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

0

令和３年度決算区 分
1,661

法令の規定がない、もしくは規定による制約が小さく、本市の判断により実施している業務

①市河川等の境界確定、・測量業務の委託発注、・隣接する土地所有者との河川等境界確定協議
②「道路及び河川等境界確定測量費補助金交付要綱」に基づき
・対象となる測量経費に補助率（8/10）を乗じた金額を補助（申請額が市積算額より低い場合は申請額を補助）
・申請者に対し測量及び必要図書の助言、指導
・申請地に隣接する土地所有者との境界確定協議

市単 受益者負担 あり部分委託 財源構成 事業終了の見込 未定

分野別計画

目 2 説明資料その他事業 会計 一般会計 款 68 項目番号

①河川管理者が行う河川等の維持管理のため、河川等の境界を確定し境界確定図を作成する。
②市河川等と民有地との境界確定に係る測量経費を補助することで、河川等境界の確定を推進し、
市河川の管理及び土地の有効利用を図る。（補助率 8/10）

令和４年度の活動実績 令和５年度の活動実績令和３年度の活動実績

1(2) 

事務事業名 河川管理事業 所管部課名
建設部

土木用地課

9 項 3

（１）河川等境界測量　　N=１件　　Ｌ=66m

（２）河川等境界確定測量費補助金
　　　　　　　　　　　　　　　N=３件　　Ｌ=94m

（１）河川等境界測量　　N=１件　　Ｌ=115m

（２）河川等境界確定測量費補助金
　　　　　　　　　　　　　　　N=０件　　Ｌ=0m

（１）河川等境界測量　　N=１件　　Ｌ=163m

（２）河川等境界確定測量費補助金
　　　　　　　　　　　　　　　N=１件　　Ｌ=18m

千円

4,702総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 4,173

0.5

0

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）

・測量業務委託１件当たりの規模（測量延長）により事業費の増減がある。
・補助金件数、対象延長及び事業費の増減は申請件数による。

・河川等の維持管理を行うにあたり、河川等境界が確定している必要があることから、市民生活を維持するためにも、事業の継続が必要であ
る。

 再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.0 0.0 0.0

5,834

00

千円7,230

1,661
486

2,686

4,173

4,216

4,198
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6,884
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］

総経費の内訳

事業費 人件費 総経費



（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

令和６年度 事務事業等の総点検

8,903

令和４年度決算 令和５年度決算 令和５年度予算

8,431

507 514

8,4498,396

1.0 1.0 人

実施分類
分類

千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

令和３年度決算区 分

分野別計画

単位
千円

目 1 説明資料その他事業 会計 一般会計 款

千円

69 項目番号

令和４年度の活動実績 令和５年度の活動実績令和３年度の活動実績

2

事務事業名 所管部課名
建設部

土木計画課

9 項 5

千円

8,959総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 8,345

1.0 1.0

0

0.0

00

0.0

0

 再任用職員（短時間を含む）

１　三広同
幹事会、役員会、総会を各１回開催(書面）
総会後に、国、県などの関係機関へ要望
財務省、関東地方整備局幹部を訪問し要望
（国土交通省についてはオンラインにて要望）
２　道路整備促進期成同盟会神奈川県協議会ほか５団
体を通じて関係機関へ幹線道路の早期整備を要望
３　国道357号の整備、延伸に関する情報収集及び関
係機関との調整

１　三広同
幹事会、役員会（書面）、総会（書面）を各１回開催
総会後に、国、県などの関係機関へ要望
国土交通省、財務省、関東地方整備局幹部を訪問し要
望（国土交通省についてはオンラインにて要望）
２　道路整備促進期成同盟会神奈川県協議会ほか５団
体を通じて関係機関へ幹線道路の早期整備を要望
３　国道357号の整備、延伸に関する情報収集及び関
係機関との調整

コロナ禍の影響による協議会の活動縮小に伴い、令和２年度及び３年度は負担金の減額措置があったが、令和４年度から通常活動に戻ってお
り、令和5年度においても通常どおり活動が行われたため、経費については、概ね横ばいとなった。

三浦半島地域の広域連絡機能を強化し、横須賀市の活力を維持発展させるため、圏央道や国道357号等の都市間及び地域間相互を連絡する
主要幹線道路の整備促進等の要望活動を継続的に行う。

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）

１　三広同
幹事会、役員会（書面）、総会を各１回開催
総会後に、国、県などの関係機関へ要望
国土交通省、財務省、関東地方整備局幹部を訪問し要
望
２　道路整備促進期成同盟会神奈川県協議会ほか５団
体を通じて関係機関へ幹線道路の早期整備を要望
３　国道357号の整備、延伸に関する情報収集及び関
係機関との調整

広域幹線道路整備促進事業費

1.国道357号の都市計画決定区間の早期整備及び南下延伸区間の早期具体化、
三浦半島縦貫道路Ⅱ期区間の早期整備、三浦半島中央道路の早期整備、有料道路料金の
引下げ、圏央道（高速横浜環状南線、横浜湘南道路）の早期整備、道路整備に必要な財源を確保し
整備費を重点配分

１　三浦半島地域広域幹線道路整備促進期成同盟（三広同）を通じての促進事業
　　国、神奈川県、東日本高速道路㈱及び神奈川県道路公社への要望活動、道路整備促進期成同盟会神奈川県協議会を通じての要望活動、
　　上記要望活動を実施するための会議（幹事会、役員会、総会）の開催、会員に対する総会及び要望活動の報告
２　道路整備促進団体を通じての促進事業
３　圏央道、国道357号、三浦半島中央道路等に関する要望活動（県議団要望及び首長懇等を含む）、広報活動

412 528

法令の規定がない、もしくは規定による制約が小さく、本市の判断により実施している業務

市単 受益者負担 なし直営 財源構成 事業終了の見込 未定

人0.0 0.0

8,757 8,963

412 528 507

8,345 8,431 8,396

8,757 8,959 8,903
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（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）
令和３年度で、追浜地域（追浜中学校前花壇、夏島貝塚通り花壇）及び久里浜地域（ＪＲ久里浜駅前花壇）の花壇整備委託を廃止した。

町内会への町内花壇用種子等の配布や、市役所前公園花壇についてボランティアによる維持管理を継続していく。

 再任用職員（短時間を含む） 人1.0 1.0 1.0 1.0

10,268

2,4612,461

千円10,198

・町内花壇用種子の配布
86団体233花壇（1,812㎡）
・市役所前公園花壇の花植え
市役所前花壇ボランティア94人
久里浜地区ボランティア10人

・町内花壇用種子の配布
80団体207花壇（1,674㎡）
・市役所前公園花壇の花植え
市役所前花壇ボランティア95人

・町内花壇用種子の配布
79団体209花壇（1,678㎡）
・市役所前公園花壇の花植え
市役所前花壇ボランティア96人

千円

10,249総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 7,525

0.0

2,361

74 項目番号

花の作り手を増やすことで、市民ひとりひとりが花を育て、市内が花いっぱいになり、人々に憩いと安
らぎをもたらすこと。

令和４年度の活動実績 令和５年度の活動実績令和３年度の活動実績

2(1)

事務事業名 花いっぱい推進事業 所管部課名
建設部

公園管理課

9 項 5 目 3 説明資料その他事業 会計 一般会計 款

事業終了の見込 未定

分野別計画

その他 受益者負担 なし直営 財源構成
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

2,387

令和３年度決算区 分
2,743

法令の規定がない、もしくは規定による制約が小さく、本市の判断により実施している業務

・町内花壇用草花苗等配布：市内約80団体へ年２回花苗等を配布するほか、年１回専門家作成によるテキストを配付。
・地域の花いっぱい推進：市役所前公園において市民主体の花いっぱい運動を推進。

令和６年度 事務事業等の総点検

10,361

令和４年度決算 令和５年度決算 令和５年度予算

2,678

7,571

0.0

2,619 2,644

7,5547,742

0.0 0.0 人

実施分類
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（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

令和６年度 事務事業等の総点検

4,754

令和４年度決算 令和５年度決算 令和５年度予算

533

6,745

0.8

529 530

4,0744,225

0.0 0.0 人

実施分類
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

0

令和３年度決算区 分
502

法律や政令で実施内容や実施方法が具体的に規定されている業務

都市計画法、首都圏近郊緑地保全法

・風致地区内における建築物の建築、宅地の造成、木竹の伐採、その他の行為について、許可及び検査事務を行う。
・特別緑地保全地区と風致地区のパトロールを委託する。

市単 受益者負担 なし部分委託 財源構成 事業終了の見込 未定

分野別計画
横須賀市みどりの基本計画

目 3 説明資料その他事業 会計 一般会計 款 75 項目番号

都市計画法第58条第１項に基づく横須賀市風致地区条例に基づき、風致地区内における建築物の
建築、宅地の造成、木竹の伐採、その他の行為について必要な規制を行い、都市の風致を維持する
ものである。

令和４年度の活動実績 令和５年度の活動実績令和３年度の活動実績

3(3)

事務事業名 風致地区内行為許可等業務 所管部課名
建設部

自然環境・河川課

9 項 5

・近郊緑地保全区域内における建築等行為の届出受
理に関する事務　16件
・近郊緑地特別保全地区内における建築等行為の許
可等事務　2件
・風致地区内における建築等行為の許可等事務　50件
・風致地区内等パトロール業務委託　11回

・近郊緑地保全区域内における建築等行為の届出受
理に関する事務　30件
・近郊緑地特別保全地区内における建築等行為の許
可等事務　5件
・風致地区内における建築等行為の許可等事務　74件
・風致地区内等パトロール業務委託　11回

・近郊緑地保全区域内における建築等行為の届出受
理に関する事務　15件
・近郊緑地特別保全地区内における建築等行為の許
可等事務　3件
・風致地区内における建築等行為の許可等事務　46件
・風致地区内等パトロール業務委託　11回

千円

7,278総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 4,173

0.5

0

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）
総経費は大きな増減は見られない。

風致地区及び近郊緑地（特別）地区における緑地保全の効果は高いと考えるため、維持継続していく。

 再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.0 0.8 0.8

4,675

00

千円4,604

502 533 529

4,173

6,745

4,225

4,675

7,278

4,754

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

令和３年度決算 令和４年度決算 令和５年度決算

経
費
［
千
円
］

総経費の内訳

事業費 人件費 総経費



（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）
総経費の減は、補助金の交付申請件数が減ったためである。

令和５年度で終了。

 再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.0 0.2 0.2

5,229

00

千円2,329

50本のナラ枯れ被害木の処理を支援した。 21本のナラ枯れ被害木の処理を支援した。 ４本のナラ枯れ被害木の処理を支援した。

千円

7,201総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 4,173

0.5

0

76 項目番号

「みどりの基本計画中間見直し」に位置付けられた施策の一環として、ナラ枯れ被害の拡大を防止す
る。

令和４年度の活動実績 令和５年度の活動実績令和３年度の活動実績

3(5)

事務事業名 ナラ枯れ対策支援事業 所管部課名
建設部

自然環境・河川課

9 項 5 目 3 説明資料その他事業 会計 一般会計 款

事業終了の見込 令和５年度 （サンセット）

分野別計画
横須賀市みどりの基本計画中間見直し

市単 受益者負担 なし補助金等 財源構成
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

0

令和３年度決算区 分
1,056

法令の規定がない、もしくは規定による制約が小さく、本市の判断により実施している業務

市内の樹林地において、被害が拡大している「ナラ枯れ」は、倒木により、人的被害等の発生が懸念される。これにより、被害木の処理を促進するた
め、処理費用の一部を負担する補助金を交付する。

令和６年度 事務事業等の総点検

1,196

令和４年度決算 令和５年度決算 令和５年度予算

456

6,745

0.8

140 1,310

1,0191,056

0.0 0.0 人

実施分類
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事業費 人件費 総経費



（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）
対象となる自然林は３か所に限られているため、事業費の増減が生じることはない。

他の制度では守ることができない貴重な民有地の「自然林」が将来に向けて守られるため、今後も取り組みを継続していく。

 再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.0 0.2 0.2

1,724

00

千円1,081

１　保全契約した自然林　３地区
２　保全契約した自然林の面積　7,745㎡

１　保全契約した自然林　３地区
２　保全契約した自然林の面積　7,745㎡
３　保全に対する表彰　３件

１　保全契約した自然林　３地区
２　保全契約した自然林の面積　7,745㎡
３　保全に対する表彰　１件

千円

1,747総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 1,669

0.2

0

76 項目番号

平成12年度に実施された「よこすかの植生」調査により判明した自然植生のうち、民有地に現存する
自然林を保全する

令和４年度の活動実績 令和５年度の活動実績令和３年度の活動実績

3(6)

事務事業名 自然林保全事業 所管部課名
建設部

自然環境・河川課

9 項 5 目 3 説明資料その他事業 会計 一般会計 款

事業終了の見込 未定

分野別計画

その他 受益者負担 なし直営 財源構成
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

0

令和３年度決算区 分
55

法令の規定がない、もしくは規定による制約が小さく、本市の判断により実施している業務

自然林保全制度要綱

市と自然林の土地所有者が締結した10年間の保全契約に基づき、市が土地所有者へ保全に対する支援金等を交付する。
①契約締結者に対する奨励金の交付
　年額：｛（固定資産税＋都市計画税）×３＋（契約緑地面積×２円／１㎡）｝×２
②保全に対する表彰
　契約締結時及び契約更新時に表彰

令和６年度 事務事業等の総点検

1,108

令和４年度決算 令和５年度決算 令和５年度予算

61

1,686

0.2

52 62

1,0191,056

0.0 0.0 人

実施分類
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事業費 人件費 総経費



（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

令和６年度 事務事業等の総点検

34,942

令和４年度決算 令和５年度決算 令和５年度予算

17,598

4,216

0.5

33,263 33,263

1,0191,679

0.2 0.0 人

実施分類
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

0

令和３年度決算区 分
18,568

内部管理業務のうち、施設の維持管理業務以外の業務

・みどりの基金運用による収益金、インターネットおよびふるさと納税などによる寄附金をみどりの基金に積み立てる
・公園等に設置した自動販売機等の売上手数料をみどりの基金に積み立てる

その他 受益者負担 なしその他 財源構成 事業終了の見込 未定

分野別計画

目 3 説明資料その他事業 会計 一般会計 款 78 項目番号

寄附金および公園内設置の自動販売機等の売上手数料をみどりの基金に積み立て、緑化推進施策
の原資とする

令和４年度の活動実績 令和５年度の活動実績令和３年度の活動実績

4(1)

事務事業名 みどりの基金積立金 所管部課名
建設部

自然環境・河川課

9 項 5

①基金運用利子 　　　　　　　　　  　2,239円
②チャリティークリック　　　　　　    72,000円
③ふるさと納税　　　　　　 　　　 7,328,000円
④一般寄附　　　　　　                  5,000円
⑤自動販売機売上手数料等　10,512,406円
　　　合　計　　　　　　　　　　　　18,567,645円

・基金残高（年度末）：154,818,118円

①基金運用利子　　　　　　　　　　 　1,996円
②チャリティークリック　　　 　　　 810,000円
③ふるさと納税　　　　　　　　 　 4,846,000円
④一般寄附　　　　　              1,071,906円
⑤自動販売機売上手数料等　10,867,790円
　　　合　計　　　　　　　　　　　　17,567,692円

・基金残高（年度末）：159,139,223円

①基金運用利子                      21,979円
②チャリティークリック              840,000円
③ふるさと納税                  18,774,000円
④一般寄附　　　　　　　　　　　　　　63,416円
⑤自動販売機売上手数料等　13,563,542円
　　　合　計　　　　　　　　　　　　33,262,937円

・基金残高（年度末）：165,777,313円

千円

21,814総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 4,173

0.5

0

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）

事業費は基金の原資となる寄附や手数料などの積み立てによるため、それらの変動の影響を受けている。
令和５年度は多額のふるさと納税があった。

緑化推進事業等の特定財源となっているため、今後も維持継続していく。

 再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.0 0.0 0.2

22,741

00

千円34,282

18,568 17,598

33,263

4,173 4,216

1,679

22,741 21,814

34,942
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（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）

令和４年度に環境費から土木費への移管に伴い、環境費にあった「自然環境事務費」を「一般事務費」に統合したことにより、以降は増額となっ
ている。

緑化推進事業等の円滑な事業推進を図るため、今後も維持継続していく

 再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.0 0.0 0.0

4,665

00

千円7,689

①自然保護奨励金申告件数…５件
②チャリティークリック協賛企業数…４社

①自然保護奨励金申告件数…５件
②チャリティークリック協賛企業数…５社
③自然環境講演会の開催（１回）
・令和５年１月22日（日）13時30分～15時30分
テーマ「黒潮が運んだ自然」
講師　京都大学大学院教授、学芸員
参加者　39人、Web視聴　19人
④三浦半島の自然環境の保全・活用に関する行政連
絡会議（実績なし）
⑤自然環境活動団体交流会（１回）

①自然保護奨励金申告件数…５件
②チャリティークリック協賛企業数…５社
③自然環境講演会の開催（１回）
・令和６年１月20日（土）14時00分～16時00分
テーマ「発見！三浦半島の生物と豊かな自然～“ざん
ねんな生き物”から身近な自然まで～」
講師　動物学者
参加者　121人
④三浦半島の自然環境の保全・活用に関する行政連
絡会議（実績なし）
⑤自然環境活動団体交流会（１回）

千円

14,297総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 4,173

0.5

0

79 項目番号

緑化推進業務等にかかる事務を行い、円滑な事業推進を図る

令和４年度の活動実績 令和５年度の活動実績令和３年度の活動実績

5(1)

事務事業名 一般事務費 所管部課名
建設部

自然環境・河川課

9 項 5 目 3 説明資料その他事業 会計 一般会計 款

事業終了の見込 未定

分野別計画

国・県 受益者負担 なし直営 財源構成
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

0

令和３年度決算区 分
492

内部管理業務のうち、施設の維持管理業務以外の業務

・緑化推進にかかる総括的事務
・みどりの基金に関する事務（インターネットを利用した寄附にかかるホームページの運営管理ほか）
・県事業の自然保護奨励金交付にかかる委託事務
・森林法関連業務にかかる事務

令和６年度 事務事業等の総点検

7,491

令和４年度決算 令和５年度決算 令和５年度予算

1,650

12,647

1.5

774 930

6,7596,717

0.8 0.8 人

実施分類

492
1,650 774

4,173

12,647

6,717

4,665

14,297

7,491
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事業費 人件費 総経費



（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）
公園施設の維持管理のための経費を要し、同水準で推移している。

公園施設の適切な維持管理を継続していく。

 再任用職員（短時間を含む） 人1.0 2.0 2.0 3.0

672,238

22,52522,143

千円786,581

直営管理公園　518公園4,022,254㎡ 直営管理公園　516公園3,910,148㎡ 直営管理公園　520公園4,146,750㎡

千円

702,356総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 101,399

9.0

21,130

83,84 項目番号

公園を安全で快適に利用できるように、管理公園（指定管理者へ委託する28公園等及び公園水泳
プール７施設を除く）の維持管理を行う。

令和４年度の活動実績 令和５年度の活動実績令和３年度の活動実績

2(1)

事務事業名 公園施設管理事業 所管部課名
建設部

公園管理課

9 項 5 目 4 説明資料その他事業 会計 一般会計 款

事業終了の見込 未定

分野別計画

市単 受益者負担 なし直営 財源構成
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

20,604

令和３年度決算区 分
570,839

施設の維持管理に係る業務

・町内会等が実施する公園清掃、トイレ清掃に対する報償金の支出 　  ・樹木剪定・除草等植物管理委託
・公園清掃・保守管理等施設管理委託　    ・電気、水道使用料、下水道使用料の支出
・公園用地・機械器具等の借り上げ　　・公園管理運営用器具の整備
・施設修繕用原材料の購入　　・ゴミ袋等公園管理用消耗品の購入
・根岸公園事務所管理経費　　・公園遊具点検業務委託（長寿命化対策）

令和６年度 事務事業等の総点検

740,439

令和４年度決算 令和５年度決算 令和５年度予算

595,505

106,851

9.0

640,566 672,736

113,84599,873

8.0 9.0 人

実施分類

570,839 595,505 640,566

101,399
106,851

99,873
672,238 702,356
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0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

800,000

令和３年度決算 令和４年度決算 令和５年度決算

経
費

［
千

円
］
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事業費 人件費 総経費



（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）
令和４年度から、運営管理は指定管理者制度に移行したため、運営管理にかかる事業費が減額となった。

本市の集客拠点として集中的な広報やさまざまなイベント開催により広く周知され、年々来園者が増加しているなかで、来園者増に合わせたイ
ンフラ整備のほか、施設の老朽化や自然災害発生に伴う崩落や倒木などへの対応に、毎年当初想定以上の整備費用が必要となっているた
め、受益者負担の原則から令和４年度から入園料を改定した。施設の適切な維持管理を継続していく。

 再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.0 0.0 0.0

54,545

00

千円23,544

維持補修管理、運営
施設修繕
入園料徴収業務
清掃・保守管理・樹木・管理委託等

環境整備・遺跡保護修繕等
入園管理業務委託等

環境整備・遺跡保護修繕等
入園管理業務委託等

千円

22,144総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 8,345

1.0

0

85 項目番号

国指定史跡として適切な維持管理を行いつつ、本市有数の集客資源としての活用を図る。

令和４年度の活動実績 令和５年度の活動実績令和３年度の活動実績

2(2)

事務事業名 猿島公園管理事業 所管部課名
建設部

公園管理課

9 項 5 目 4 説明資料その他事業 会計 一般会計 款

事業終了の見込 未定

分野別計画

その他 受益者負担 あり直営 財源構成
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

0

令和３年度決算区 分
46,200

施設の維持管理に係る業務

公園施設の維持管理、自然環境を生かした集客イベント等の実施

令和６年度 事務事業等の総点検

21,983

令和４年度決算 令和５年度決算 令和５年度予算

13,713

8,431

1.0

13,587 15,095

8,4498,396

1.0 1.0 人

実施分類

46,200

13,713 13,587

8,345

8,431 8,396

54,545
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（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

令和６年度 事務事業等の総点検

136,509

令和４年度決算 令和５年度決算 令和５年度予算

136,585

20,234

2.4

116,359 136,067

20,27820,150

2.4 2.4 人

実施分類
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

令和３年度決算区 分
97,363

施設の維持管理に係る業務

・公園施設維持補修工事
・基盤及び施設補修等

市単 受益者負担 なし直営 財源構成 事業終了の見込 未定

分野別計画

目 4 説明資料その他事業 会計 一般会計 款 86 項目番号

既設公園及び緑地の諸施設の補修工事を行い、公園及び緑地を安全かつ快適に利用できるように
維持保全する

令和４年度の活動実績 令和５年度の活動実績令和３年度の活動実績

2(3)

事務事業名 公園維持補修事業 所管部課名
建設部

公園建設課

9 項 5

久里浜２丁目第２公園広場補修工事
二葉1丁目公園防護柵改修工事
平和中央公園手すり設置工事
くりはま花の国受変電設備更新工事
ヴェルニー公園ボードウォーク改修工事
長沢台公園防護柵改修工事
佐原2丁目公園野球場改修工事
長坂公園広場補修工事
三笠公園園路補修工事
諏訪公園災害防止工事
大津公園野球場フェンス改修工事
くりはま花の国第1駐車場補修工事

湘南鷹取２丁目第５都市林落石防護網設置工事
佐島の丘１丁目都市林法面整備工事
くりはま花の国受変電設備更新工事
三笠公園モニュメント撤去工事
根岸第４公園広場補修工事
湘南鷹取４丁目第２公園フェンス他改修工事
富浦公園ほか１公園防護柵改修工事
三笠公園空洞調査業務
しょうぶ園駐車場園路補修工事
平和中央公園円形花壇小破修繕
平和中央公園植樹桝小破修繕
くりはま花の国フェンス設置工事
三笠公園園路小破修繕
走水水源地公園フェンス設置小破修繕
くりはまは花の国園路改修工事
追浜公園総合練習場雨水配管小破修繕
ソレイユの丘アスベスト成分分析

くりはま花の国園路改修工事
ヴェルニー記念館空調設備改修工事
貝山緑地法面落石防止工事
矢の津公園広場拡幅工事
三笠公園護岸補修工事
吉井３丁目都市林防護柵設置工事
走水水源地公園擁壁補修工事
はまゆう公園管理棟屋上防水その他改修工事
光風台第３公園防護柵改修工事
くりはま花の国展望デッキ塗装工事
根岸公園（交通公園）園路補修工事
平和中央公園転落防止柵その他設置工事
ヴェルニー公園園路改修工事
長井岡崎第２公園フェンス設置工事
湘南国際村１丁目公園ほか１公園転落防止柵設置工事
はまゆう公園管理棟漏水補修工事に伴うアスベスト成分分析
船越６丁目第３公園広場補修工事

千円

156,819総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 20,028

2.4

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）
経費については、各年度の予算額に基づいて工事を発注している。

市内公園の半数以上が供用開始から30年以上経過し、公園施設の老朽化が進行している。そのため、今後も、利用者が安心して安全に利用
できるよう、施設の補修・更新を継続的に進めていく。
なお、施設の補修等は、公園の利活用状況や人口流動を考慮し、効果的に予算を配分して実施する。これにより、事業規模の拡大を抑えな
がら補修等を行う。
さらに、翌年度の予算要求時に現年度予算の一部を繰越明許に設定し、工事の平準化に取り組む。（令和３年度より実施）

 再任用職員（短時間を含む） 人

117,391 千円156,345

97,363
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（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

令和６年度 事務事業等の総点検

1,491,932

令和４年度決算 令和５年度決算 令和５年度予算

1,425,904

42,155

5.0

1,449,952 1,471,647

42,24541,980

5.0 5.0 人

実施分類
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

0

令和３年度決算区 分
1,329,919

施設の維持管理に係る業務

指定管理事業（指定管理者制度による公園の維持管理）
①追浜公園ほか２箇所　②不入斗公園ほか８箇所　③田浦梅の里ほか７箇所　④猿島公園
⑤三笠公園ほか２箇所　⑥くりはま花の国ほか１箇所　⑦公園水泳プール（馬堀海岸公園ほか６箇所)
⑧長井海の手公園ほか１箇所

その他 受益者負担 なし全部委託 財源構成 事業終了の見込 未定

分野別計画

目 4 説明資料その他事業 会計 一般会計 款 87,88 項目番号

大規模な公園施設において指定管理者制度を導入し、民間事業者のノウハウの活用や経費削減な
どを通して市民サービスの向上を図りつつ、公園施設の管理運営を行う。

令和４年度の活動実績 令和５年度の活動実績令和３年度の活動実績

2(4)

事務事業名 公園管理委託事業 所管部課名
建設部

公園管理課

9 項 5

指定管理者制度による公園の維持管理
①追浜公園ほか２箇所
②不入斗公園ほか４箇所
③佐原２丁目公園ほか３箇所
④田浦梅の里ほか４箇所
⑤三笠公園ほか１箇所
⑥くりはま花の国ほか１箇所
⑦公園水泳プール（馬堀海岸公園ほか６箇所)
⑧長井海の手公園ほか１箇所

指定管理者制度による公園の維持管理
①追浜公園ほか２箇所
②不入斗公園ほか８箇所
③田浦梅の里ほか７箇所
④猿島公園
⑤三笠公園ほか２箇所
⑥くりはま花の国ほか１箇所
⑦公園水泳プール（馬堀海岸公園ほか６箇所)
⑧長井海の手公園ほか１箇所

指定管理者制度による公園の維持管理
①追浜公園ほか２箇所
②不入斗公園ほか８箇所
③田浦梅の里ほか７箇所
④猿島公園
⑤三笠公園ほか２箇所
⑥くりはま花の国ほか１箇所
⑦公園水泳プール（馬堀海岸公園ほか６箇所)
⑧長井海の手公園ほか１箇所

千円

1,468,059総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 33,380

4.0

0

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）

・令和３年度は、新型コロナウイルス感染症の影響による運動施設等の一時休止で管理料の減額があった。
・令和４年度は、既存23施設と新規５公園（野比かがみ田緑地・走水水源地公園・旗山崎公園・猿島公園・平和中央公園）について、新規の指
定管理事業者による運営となったことや、公園水泳プールが開設したことにより管理料が増額となった。また、新型コロナウィルス感染症の影響
により利用料金制度をとっている施設について、休止期間の収入補填を行ったため増額となった。
・令和５年度は、光熱費及び燃料費の高騰による支援を行ったため増額となった。

指定管理制度による公園の維持管理を継続していく。
長井海の手公園と荒崎公園は、令和５年４月にリニューアルオープンし新規指定管理事業者（エリアマネジメント横須賀共同事業体）が管理運
営を行う。

 再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.0 0.0 0.0

1,363,299

00

千円1,513,892

1,329,919

1,425,904
1,449,952

33,380

42,155
41,980

1,363,299

1,468,059 1,491,932

1,200,000

1,250,000

1,300,000

1,350,000

1,400,000

1,450,000

1,500,000

1,550,000

令和３年度決算 令和４年度決算 令和５年度決算

経
費
［
千
円
］

総経費の内訳

事業費 人件費 総経費



（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

令和６年度 事務事業等の総点検

9,726

令和４年度決算 令和５年度決算 令和５年度予算

6,313

4,216

0.5

5,528 6,316

4,2254,198

0.5 0.5 人

実施分類
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

0

令和３年度決算区 分
6,427

法令の規定がない、もしくは規定による制約が小さく、本市の判断により実施している業務

・土地所有者への報償金の支出
・管理費交付金の支出
・広場の整備にかかる整備費交付金の支出

市単 受益者負担 なし補助金等 財源構成 事業終了の見込 未定

分野別計画

目 4 説明資料その他事業 会計 一般会計 款 89 項目番号

市内の子どもの健全な育成を図るため、広場の管理、整備を行う町内会等に対し、管理費交付金及
び整備費交付金を、並びに広場として使用承諾をした土地所有者に対し報償金を交付する。

令和４年度の活動実績 令和５年度の活動実績令和３年度の活動実績

2(5)

事務事業名 チビッコ広場管理事業 所管部課名
建設部

公園管理課

9 項 5

広場数19か所
・管理費交付金19広場2,110,000円
・整備費交付金３広場600,000円
・土地提供者報償金18広場3,716,600円

広場数19か所
・管理費交付金19広場2,110,000円
・整備費交付金３広場597,000円
・土地提供者報償金18広場3,605,600円

広場数18か所
・管理費交付金18広場2,000,000円
・土地提供者報償金17広場3,528,000円

千円

10,529総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 4,173

0.5

0

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）

令和４年度に、土地所有者の申し出による広場解消が１件あり、計18広場となった。管理費交付金は遊具数による増減、土地提供者報償金は
算定根拠となる税率の変動による増減。整備費交付金は修繕案件の有無、状況により増減。

本事業は昭和49年にチビッコ広場整備費交付金等交付要綱を設置し継続してきたが、その後住宅開発等により街区公園が開設された地域が
あることや、少子高齢化の進捗もあり、事業開始当初と状況が大きく変動している。今後は、地域ニーズを踏まえた公園機能の再整備を参考
に、町内会等の意見を確認しながら事業を継続していく。

 再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.0 0.0 0.0

10,600

00

千円10,541

6,427 6,313
5,528

4,173 4,216
4,198

10,600 10,529 9,726

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

令和３年度決算 令和４年度決算 令和５年度決算

経
費
［
千
円
］

総経費の内訳

事業費 人件費 総経費



（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

令和６年度 事務事業等の総点検

4,737

令和４年度決算 令和５年度決算 令和５年度予算

1,256

4,216

0.5

539 768

4,2254,198

0.5 0.5 人

実施分類
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

0

令和３年度決算区 分
100

法律や政令で実施が定められているものの、その実施内容や実施方法、実施体制については市に委ねられている業務

都市公園法

測量業務委託（立ち合いを含む）

市単 受益者負担 なし直営 財源構成 事業終了の見込 未定

分野別計画

目 4 説明資料その他事業 会計 一般会計 款 89 項目番号

公園台帳の整理、公園図面の作成

令和４年度の活動実績 令和５年度の活動実績令和３年度の活動実績

2(6)

事務事業名 公園用地整理事業 所管部課名
建設部

公園管理課

9 項 5

公園数547、整備済み418、未整備129
（整備率76.4%）

公園数550、整備済み421、未整備129
（整備率76.5%）

公園数552、整備済み421、未整備129
（整備率76.3%）

千円

5,472総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 4,173

0.5

0

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）
年度により調査測量が必要となる案件が異なるため実施額は平準にはならない。

公園の適正な維持管理のため、公園面積及び管理区域の確定が必要であることから今後も事業を継続していく。

 再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.0 0.0 0.0

4,273

00

千円4,993

100

1,256
539

4,173

4,216

4,198

4,273

5,472

4,737

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

令和３年度決算 令和４年度決算 令和５年度決算

経
費
［
千
円
］

総経費の内訳

事業費 人件費 総経費



（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）
令和４年度は、衣笠公園に施設予約システム用管理端末１台設置するため増額となった。

市民が、自宅のパソコンや携帯電話からの施設予約を可能にするほか、公園施設の情報をリアルタイムで確認できるため、今後も事業を継続
していく。

 再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.0 0.0 0.0

5,753

979973

千円5,928

インターネット回線使用料　651,344円 インターネット回線使用料　660,174円 インターネット回線使用料　718,616円

千円

5,820総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 5,101

0.5

928

90 項目番号

公園運動施設（有料公園施設）の予約に際し、より便利に利用していただくため、新システムを構築
し、自宅のパソコンや携帯電話からの施設予約を可能にするほか、公園施設の情報をリアルタイムで
市民に提供する。

令和４年度の活動実績 令和５年度の活動実績令和３年度の活動実績

2(7)

事務事業名 公園施設予約システム事業 所管部課名
建設部

公園管理課

9 項 5 目 4 説明資料その他事業 会計 一般会計 款

事業終了の見込 未定

分野別計画

市単 受益者負担 なし直営 財源構成
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

940

令和３年度決算区 分
652

内部管理業務のうち、施設の維持管理業務以外の業務

事業対象公園：10箇所（追浜公園、不入斗公園、はまゆう公園、大津公園、光の丘公園、佐原２丁目公園、西公園、湘南国際村西公園、夏島グラウン
ド、衣笠公園）
事業対象施設：野球場、庭球場、運動場、サッカー場
施設予約システム用管理端末配置箇所：10箇所　（夏島グラウンドを除く９公園＋公園管理課）
事業の概要：基本の利用時間枠（２時間）の利用について、利用者（登録者）は利用月の２か月前にシステムを介して予約を行う。

令和６年度 事務事業等の総点検

5,890

令和４年度決算 令和５年度決算 令和５年度予算

664

5,156

0.5

719 724

5,2045,171

0.5 0.5 人

実施分類

652 664 719

5,101 5,156 5,171

5,753 5,820 5,890

0
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令和３年度決算 令和４年度決算 令和５年度決算

経
費
［
千
円
］

総経費の内訳

事業費 人件費 総経費



（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

令和６年度 事務事業等の総点検

13,327

令和４年度決算 令和５年度決算 令和５年度予算

737

12,647

1.5

733 803

12,67412,594

1.5 1.5 人

実施分類
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

0

令和３年度決算区 分
680

内部管理業務のうち、施設の維持管理業務以外の業務

公園管理業務にかかる講習会等のための参加にかかる経費、課内消耗品や参考図書等の購入。公園関連団体への負担金の支出。

市単 受益者負担 なし直営 財源構成 事業終了の見込 未定

分野別計画

目 4 説明資料その他事業 会計 一般会計 款 90 項目番号

公園管理に要する施設維持管理等以外の一般的な事務費全般。

令和４年度の活動実績 令和５年度の活動実績令和３年度の活動実績

2(8)

事務事業名 一般事務費 所管部課名
建設部

公園管理課

9 項 5

負担金等　402,200円（うち受講料8講座延べ16名）
その他事務費　277,486円

負担金等　448,000円（うち受講料10講座延べ21名）
その他事務費　288,737円

負担金等　451,000円（うち受講料10講座延べ20名）
その他事務費　282,001円

千円

13,384総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 12,518

1.5

0

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）

事業費の主なものは、根岸公園事務所で直営で施設修繕に従事する職員の法定講習に関する費用であり、正規職員６名と会計年度任用職員
７名が対象となる。このうち会計年度任用職員は入替りに応じて受講が必要となるため年度により決算額が増減する。

継続（事業のうち安全衛生教育等講習については労働安全衛生法に準拠した必須の講習である。）

 再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.0 0.0 0.0

13,198

00

千円13,477

680 737 733

12,518 12,647 12,594

13,198 13,384 13,327
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令和３年度決算 令和４年度決算 令和５年度決算

経
費
［
千
円
］

総経費の内訳

事業費 人件費 総経費



（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）

令和３年度は、新型コロナウイルス感染症の影響による閉園期間があり入園者数が減少したが、令和４年度以降は徐々に復調している。
令和４年度は入園料改定に伴い増額、令和５年度はふるさと納税による寄附が大幅増となった。

猿島公園は、本市の集客拠点として集中的な広報やさまざまなイベント開催により広く周知され、年々来園者が増加しているなかで、来園者増
に合わせたインフラ整備のほか、施設の老朽化や自然災害発生に伴う崩落や倒木などへの対応に、毎年当初想定以上の整備費用が必要と
なっている。市外からの来園者を継続的に呼び込むには、安全で快適な環境の提供が必須であり、一般財源の増額が見通せない中、受益者
負担の原則に基づき、令和４年度に入園料を改定した。

 再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.0 0.0 0.0

35,449

00

千円127,548

入園者数　139,555人（うち有料入園者数126,063人） 入園者数　186,099人（うち有料入園者数171,409人） 入園者数　200,786人（うち有料入園者数189,871人）

千円

88,751総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 4,173

0.5

0

90 項目番号

猿島公園の入園料を平成27年度から徴収し、ふるさと納税による猿島基金への寄附も同年から開始
した。これらの歳入については、トイレの新設などの大規模改修や施設の維持管理の財源として積み
立て、受益者負担の観点から財政負担を軽減することが目的である。

令和４年度の活動実績 令和５年度の活動実績令和３年度の活動実績

3(1)

事務事業名 猿島基金積立金 所管部課名
建設部

公園管理課

9 項 5 目 4 説明資料その他事業 会計 一般会計 款

事業終了の見込 未定

分野別計画

その他 受益者負担 ありその他 財源構成
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

0

令和３年度決算区 分
31,276

内部管理業務のうち、施設の維持管理業務以外の業務

公園入園料、寄附金、預金利子の運用管理

令和６年度 事務事業等の総点検

118,452

令和４年度決算 令和５年度決算 令和５年度予算

84,535

4,216

0.5

114,254 123,323

4,2254,198

0.5 0.5 人

実施分類

31,276

84,535

114,254

4,173

4,216

4,198

35,449

88,751

118,452

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

令和３年度決算 令和４年度決算 令和５年度決算

経
費
［
千
円
］

総経費の内訳

事業費 人件費 総経費



（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）

令和４年度に実施した三笠公園官民連携可能性調査業務の結果に基づき、調査結果を基に、リニューアルの実現に必要な事業条件や民間収
益施設の事業性について、民間事業者へ更なるサウンディング調査を行い、基本計画、要求水準書の検討及び作成を行った。

三笠公園は令和６年度に事業者公募・選定を行い、選定された事業者と基本協定等を締結し、設計及び整備を開始する予定である。
くりはま花の国は令和５、６年度に官民連携可能性調査業務を実施し、リニューアルコンセプトの検討を行う。

 再任用職員（短時間を含む） 人

0 千円68,036

・三笠公園官民連携可能性調査業務

・三笠公園再整備による地域活性化のための基盤整
備検討調査業務委託
・三笠公園アスベスト調査業務
・三笠公園地質調査業務

千円

4,983総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 0

97 項目番号

三笠公園及びくりはま花の国において、新たな魅力の創造に向けたリニューアルを検討する。

令和４年度の活動実績 令和５年度の活動実績令和３年度の活動実績

3

事務事業名 大規模集客公園施設改修事業 所管部課名
建設部

公園管理課（公園活用推進担当）

9 項 5 目 5 説明資料その他事業 会計 一般会計 款

事業終了の見込 未定

分野別計画

国・県 受益者負担 なし補助金等 財源構成
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

令和３年度決算区 分

法令の規定がない、もしくは規定による制約が小さく、本市の判断により実施している業務

・三笠公園再整備による地域活性化のための基盤整備検討業務委託
・くりはま花の国官民連携可能性調査業務

令和６年度 事務事業等の総点検

47,680

令和４年度決算 令和５年度決算 令和５年度予算

4,983

0

27,530 47,758

20,27820,150

2.4 2.4 人

実施分類

0
4,983

27,530

0

0

20,150

0

4,983

47,680

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

令和３年度決算 令和４年度決算 令和５年度決算

経
費
［
千
円
］

総経費の内訳

事業費 人件費 総経費



（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）

横浜Ｆ・マリノスの練習場である「F・Marinos Sports Park～Tricolore Base Kurihama～」で一般利用開始を控えた施設プレオープンイベントとし
て、Ｆ・マリノススポーツパークＫＩＣＫ　ＯＦＦ　ＤＡＹを開催した。

 再任用職員（短時間を含む） 人

0 千円4,900

・Ｆ・マリノススポーツパークＫＩＣＫ　ＯＦＦ　ＤＡＹ開催事
業委託

千円

0総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 0

99 項目番号

Ｆ・マリノススポーツパークの全面供用開始にあたり、一般へのPRを図る。

令和４年度の活動実績 令和５年度の活動実績令和３年度の活動実績

4

事務事業名 一般事務費 所管部課名
建設部

公園管理課（公園活用推進担当）

9 項 5 目 5 説明資料その他事業 会計 一般会計 款

事業終了の見込 令和５年度 （サンセット）

分野別計画

市単 受益者負担 なし直営 財源構成
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

令和３年度決算区 分

法令の規定がない、もしくは規定による制約が小さく、本市の判断により実施している業務

Ｆ・マリノススポーツパークＫＩＣＫ　ＯＦＦ　ＤＡＹ開催事業委託

令和６年度 事務事業等の総点検

4,642

令和４年度決算 令和５年度決算 令和５年度予算

0

444 675

4,2254,198

0.5 0.5 人

実施分類

0 0
444

0 0

4,198

0 0

4,642

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

令和３年度決算 令和４年度決算 令和５年度決算

経
費

［
千

円
］

総経費の内訳

事業費 人件費 総経費



（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）

例年大きく変わることはなかったが、一部の消耗品が庁内一括購入となったことによる消耗品費の減少、土木資材等価格調査業務委託の件数
減少などにより、令和５年度の事業費が減額した。

公園建設事業をより一層円滑に進める。

 再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.0 0.0 0.0

7,216

00

千円7,828

・全国都市公園整備促進協議会負担金
・三浦半島国営公園設置促進期成同盟負担金
・公園緑地講習会負担金
・パークマネジメント講習会負担金
・公園緑地における公民連携事業を考えるシンポジウ
ム負担金

・全国都市公園整備促進協議会負担金
・三浦半島国営公園設置促進期成同盟負担金
・公園緑地講習会負担金
・パークマネジメント講習会負担金
・行政施策等講習会負担金　２件

・全国都市公園整備促進協議会負担金
・三浦半島国営公園設置促進期成同盟負担金
・公園緑地講習会負担金

千円

7,697総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 4,173

0.5

0

99 項目番号

公園建設事業を円滑に進めるための一般事務費
・研修・講習会・協議会・期成同盟会の負担金

令和４年度の活動実績 令和５年度の活動実績令和３年度の活動実績

4(1)

事務事業名 一般事務費 所管部課名
建設部

公園建設課

9 項 5 目 5 説明資料その他事業 会計 一般会計 款

事業終了の見込 未定

分野別計画

市単 受益者負担 なし直営 財源構成
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

0

令和３年度決算区 分
3,043

内部管理業務のうち、施設の維持管理業務以外の業務

公園整備業務にかかる事業執行に際しての一般事務

令和６年度 事務事業等の総点検

6,487

令和４年度決算 令和５年度決算 令和５年度予算

3,481

4,216

0.5

2,289 3,603

4,2254,198

0.5 0.5 人

実施分類

3,043 3,481
2,289

4,173
4,216

4,198

7,216 7,697

6,487

0

1,000

2,000

3,000

4,000
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7,000

8,000

9,000

令和３年度決算 令和４年度決算 令和５年度決算

経
費
［
千
円
］

総経費の内訳

事業費 人件費 総経費



（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

令和６年度 事務事業等の総点検

21,731

令和４年度決算 令和５年度決算 令和５年度予算

8,149

843

0.1

20,052 58,220

5,0691,679

0.2 0.6 人

実施分類
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

0

令和３年度決算区 分
39,821

法律や政令で実施が定められているものの、その実施内容や実施方法、実施体制については市に委ねられている業務

道路法第42条

異常な天然現象により生じた災害で、被災した道路施設の復旧を行う。

その他 受益者負担 なし直営 財源構成 事業終了の見込 未定

分野別計画

目 1 説明資料その他事業 会計 一般会計 款 101 項目番号

異常な天然現象により生じた災害で被災した道路施設の復旧に対応する。

令和４年度の活動実績 令和５年度の活動実績令和３年度の活動実績

1

事務事業名 道路橋りょう災害復旧事業 所管部課名
建設部

道路整備課

12 項 2

復旧工事（繰越含）4件
工事に伴う測量業務1件

復旧工事1件
工事に伴う測量業務1件

復旧工事1件
工事に伴う測量業務0件

千円

8,992総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 5,007

0.6

0

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）

事業費は年度毎の被災した道路施設の復旧件数及び規模により増減する。
令和5年度は6月の台風2号の大雨により被災した道路施設等（落石防護柵）1件の災害復旧工事を実施。
道路施設の被害は小規模だったが、急傾斜地崩壊危険区域法面が崩落し、災害復旧工事を実施するにあたり、緊急自然災害
対策事業債を活用している。
人件費は道路整備課（補修担当）各事業間での人員配分にあたり、年度毎の各事業の事業量にあわせ増減している。

異常な天然現象により生じた災害により、被災した道路施設の復旧を行うため、永久的な継続が必要である。

 再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.0 0.0 0.0

44,828

00

千円63,289

39,821

8,149

20,052

5,007

843

1,679

44,828

8,992

21,731
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総経費の内訳

事業費 人件費 総経費



（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

令和６年度 事務事業等の総点検

20,831

令和４年度決算 令和５年度決算 令和５年度予算

11,205

0

0.0

20,831 41,780

00

0.0 0.0 人

実施分類
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

0

令和３年度決算区 分
39,987

法律や政令で実施が定められているものの、その実施内容や実施方法、実施体制については市に委ねられている業務

道路法第42条

被災箇所の応急的な復旧工事、二次災害を防止するための応急復旧や崩落土の処理及び除雪作業等を、業務委託または職員により実施する。

その他 受益者負担 なし部分委託 財源構成 事業終了の見込 未定

分野別計画

目 1 説明資料その他事業 会計 一般会計 款 101 項目番号

異常な天然現象により生じた災害で被災した道路施設の復旧に対応する。

令和４年度の活動実績 令和５年度の活動実績令和３年度の活動実績

1

事務事業名 道路橋りょう災害復旧事業 所管部課名
建設部

道路維持課

12 項 2

・崩落土、倒木等処理業務　44件
・除雪等処理業務　６件

・崩落土、倒木等処理業務　18件
・崩落土、倒木等処理業務　23件
・除雪等処理業務　１件

千円

11,205総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 0

0.0

0

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）

災害規模や件数は予測が難しい。
令和３年度は、例年の梅雨期の長雨に加え、冬季に大雪が発生し、復旧にかかる委託料が増となった。
令和４年度は、台風による被害があったものの、小規模であったため、委託料は減となった。
令和５年度は、台風、大雨、降雪による災害があり、令和４年度に比べ、委託料が増となった。

災害発生時に、迅速な対応ができる体制を維持継続していく。

 再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.0 0.0 0.0

39,987

00

千円41,780

39,987

11,205

20,831

0

0
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11,205

20,831

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

令和３年度決算 令和４年度決算 令和５年度決算

経
費
［
千
円
］

総経費の内訳

事業費 人件費 総経費



（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

令和６年度 事務事業等の総点検

0

令和４年度決算 令和５年度決算 令和５年度予算

0

0

0.0

0 10,000

4,2250

0.0 0.5 人

実施分類
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

0

令和３年度決算区 分
8,751

法令の規定がない、もしくは規定による制約が小さく、本市の判断により実施している業務

崩落土・倒木処理委託、被災施設補修工事等

市単 受益者負担 なし全部委託 財源構成 事業終了の見込 未定

分野別計画

目 2 説明資料その他事業 会計 一般会計 款 103 項目番号

河川及び水路の災害復旧

令和４年度の活動実績 令和５年度の活動実績令和３年度の活動実績

1

事務事業名 河川災害復旧事業 所管部課名
建設部

自然環境・河川課

12 項 2

【災害復旧委託業務の実施】
　・委託件数　２件

【災害復旧工事の実施】
　・工事件数　１件

【災害復旧委託業務の実施】
　・委託件数　０件

【災害復旧工事の実施】
　・工事件数　０件

【災害復旧委託業務の実施】
　・委託件数　０件

【災害復旧工事の実施】
　・工事件数　０件

千円

0総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 4,173

0.5

0

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）

・令和３年度は、大雨の影響による倒木や崩落土の処理を行った。
・令和４・５年度は、災害が起こらなかった。

・近年は豪雨の激甚化など予測できない災害が頻発している。そのため、河川維持補修事業において災害が起こらないよう河川等の維持管理
を行っていく。

 再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.0 0.0 0.0

12,924

00

千円14,225

8,751

0 0

4,173

0 0

12,924

0 00

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

令和３年度決算 令和４年度決算 令和５年度決算

経
費
［
千
円
］

総経費の内訳

事業費 人件費 総経費



（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）
令和５年度は、集中豪雨による倒木処理等が６件あった。年度により倒木処理等が必要となる案件が異なる。

災害発生時に、迅速な対応ができる体制を継続していく。

 再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.0 0.0 0.0

22,700

00

千円10,303

・集中豪雨による倒木処理等７件 ・集中豪雨による倒木処理等３件 ・集中豪雨による倒木処理等６件

千円

7,073総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 4,173

0.5

0

105 項目番号

公園の法面崩落等の災害に対応する。

令和４年度の活動実績 令和５年度の活動実績令和３年度の活動実績

1(1)

事務事業名 公園災害復旧事業 所管部課名
建設部

公園管理課

12 項 2 目 4 説明資料その他事業 会計 一般会計 款

事業終了の見込 未定

分野別計画

市単 受益者負担 なし直営 財源構成
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

0

令和３年度決算区 分
18,527

施設の維持管理に係る業務

・業務委託による施設修理、倒木処理、崩落土運搬等
・その他事務費

令和６年度 事務事業等の総点検

10,276

令和４年度決算 令和５年度決算 令和５年度予算

2,857

4,216

0.5

6,078 6,078

4,2254,198

0.5 0.5 人

実施分類

18,527

2,857
6,078

4,173

4,216

4,198

22,700

7,073

10,276

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

令和３年度決算 令和４年度決算 令和５年度決算

経
費
［
千
円
］

総経費の内訳

事業費 人件費 総経費



（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）
災害による被害の有無、規模、件数により、災害復旧の実績は増減する

継続

 再任用職員（短時間を含む） 人

46,075 千円5,080

集中豪雨による法面崩壊等　３公園 なし なし

千円

0総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 2,504

0.3

105 項目番号

公園及び緑地の法面崩壊等の災害に対応する。

令和４年度の活動実績 令和５年度の活動実績令和３年度の活動実績

1(1)

事務事業名 公園災害復旧事業 所管部課名
建設部

公園建設課

12 項 2 目 4 説明資料その他事業 会計 一般会計 款

事業終了の見込 未定

分野別計画

市単 受益者負担 なし直営 財源構成
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

令和３年度決算区 分
43,571

施設の維持管理に係る業務

工事による施設の修復
その他事務費

令和６年度 事務事業等の総点検

0

令和４年度決算 令和５年度決算 令和５年度予算

0

0

0.0

0 5,080

00

0.0 0.0 人

実施分類

43,571

0 0

2,504

0 0

46,075

0 0

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

令和３年度決算 令和４年度決算 令和５年度決算

経
費
［
千
円
］

総経費の内訳

事業費 人件費 総経費



（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

令和６年度 事務事業等の総点検

3,358

令和４年度決算 令和５年度決算 令和５年度予算

4,216

0.5

3,3803,358

0.4 0.4 人

実施分類
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

令和３年度決算区 分

建設部土木計画課からの受託業務
放置自転車対策等にかかる土木施設整備等。令和５年度は、浦郷町自転車等保管所整備工事を受託にて実施。

受益者負担財源構成 事業終了の見込

分野別計画

目 2 説明資料その他事業 会計 一般会計 款 項目番号

令和４年度の活動実績 令和５年度の活動実績令和３年度の活動実績

事務事業名 放置自転車等対策事業 所管部課名
建設部

道路整備課

9 項 2

千円

4,216総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 0

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）

 再任用職員（短時間を含む） 人

0 千円3,380

0 0 00

4,216

3,358

0

4,216

3,358

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

令和３年度決算 令和４年度決算 令和５年度決算

経
費
［
千
円
］

総経費の内訳

事業費 人件費 総経費



（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）

 再任用職員（短時間を含む） 人

0 千円3,380

千円

4,216総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 0

項目番号

令和４年度の活動実績 令和５年度の活動実績令和３年度の活動実績

事務事業名 観光地整備・美化事業 所管部課名
建設部

道路整備課

8 項 1 目 5 説明資料その他事業 会計 一般会計 款

事業終了の見込

分野別計画

受益者負担財源構成
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

令和３年度決算区 分

文化スポーツ観光部観光課からの受託業務
観光地整備・美化事業にかかる土木施設整備等。令和５年度は、荒崎シーサイドコース防護柵補修修繕工事を受託にて実施。

令和６年度 事務事業等の総点検

3,358

令和４年度決算 令和５年度決算 令和５年度予算

4,216

0.5

3,3803,358

0.4 0.4 人

実施分類

0 0 00

4,216

3,358

0

4,216

3,358

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

令和３年度決算 令和４年度決算 令和５年度決算

経
費
［
千
円
］

総経費の内訳

事業費 人件費 総経費



（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

令和６年度 事務事業等の総点検

3,358

令和４年度決算 令和５年度決算 令和５年度予算

4,216

0.5

3,3803,358

0.4 0.4 人

実施分類
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

令和３年度決算区 分

民生局福祉こども部子育て支援課からの受託業務
公立保育園等の運営管理にかかる土木施設整備、またそれに伴う測量業務等。令和５年度は、旧上町保育園の法面排水整備工事及び測量業務を
受託にて実施。

受益者負担財源構成 事業終了の見込

分野別計画

目 5 説明資料その他事業 会計 一般会計 款 項目番号

令和４年度の活動実績 令和５年度の活動実績令和３年度の活動実績

事務事業名 公立保育園等の運営管理 所管部課名
建設部

道路整備課

3 項 2

千円

4,216総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 0

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）

 再任用職員（短時間を含む） 人

0 千円3,380

0 0 00

4,216

3,358

0

4,216

3,358

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

令和３年度決算 令和４年度決算 令和５年度決算

経
費
［
千
円
］

総経費の内訳

事業費 人件費 総経費



（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

令和６年度 事務事業等の総点検

3,358

令和４年度決算 令和５年度決算 令和５年度予算

0 3,3803,358

0.4 0.4 人

実施分類
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

令和３年度決算区 分

教育委員会事務局教育総務部学校管理課からの受託業務
市立小学校屋外環境の改善にかかるグラウンド整備や、土木施設整備、またそれに伴う測量業務等。令和５年度は市立大塚台小学校校庭測量業務
を受託にて実施。

受益者負担財源構成 事業終了の見込

分野別計画

目 1 説明資料その他事業 会計 一般会計 款 項目番号

令和４年度の活動実績 令和５年度の活動実績令和３年度の活動実績

事務事業名 学校営繕工事費（小学校） 所管部課名
建設部

道路整備課

11 項 2

千円

0総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 0

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）

 再任用職員（短時間を含む） 人

0 千円3,380

0 0 00 0

3,358

0 0

3,358

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

令和３年度決算 令和４年度決算 令和５年度決算

経
費
［
千
円
］

総経費の内訳

事業費 人件費 総経費



（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

令和６年度 事務事業等の総点検

3,358

令和４年度決算 令和５年度決算 令和５年度予算

0 3,3803,358

0.4 0.4 人

実施分類
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

令和３年度決算区 分

教育委員会事務局教育総務部学校管理課からの受託業務
市立中学校屋外環境の改善にかかるグラウンド整備や、土木施設整備、またそれに伴う測量業務等。令和５年度は市立浦賀中学校法面測量業務を
受託にて実施。

受益者負担財源構成 事業終了の見込

分野別計画

目 1 説明資料その他事業 会計 一般会計 款 項目番号

令和４年度の活動実績 令和５年度の活動実績令和３年度の活動実績

事務事業名 学校営繕工事費（中学校） 所管部課名
建設部

道路整備課

11 項 3

千円

0総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 0

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）

 再任用職員（短時間を含む） 人

0 千円3,380

0 0 00 0

3,358

0 0

3,358

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

令和３年度決算 令和４年度決算 令和５年度決算

経
費
［
千
円
］

総経費の内訳

事業費 人件費 総経費


